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ဪ京行၌ሇ告 

山本ὐὀ἟ 

 2025年 2月Ἴ結成Ἠἰẩ戦争止ὒὙ἗！沖縄ậ西日

本ᾑᾇᾌᾳーέế略称沖西ᾑᾇᾌỀἝẩ6月 6日ậ7日Ἷ両

日ẩ対政府交渉Ἱ市民交流ᬹ会ὣᫌ催ἨἰẪ6 日Ἷ政

府交渉ὀ会場Ἴ 200人ẩὮᾷᾭὨᾷἸ 300人Ἕ視聴Ἠẩ

約 100人Ἷ᫖係省庁Ἷ役人Ἕ参加ἨἰẪ2021年 11月

Ἷ沖縄ἸἿᬹ会Ἔ὚᣻拡Ἕᥳὑ各地ἸἿ取Ὓ組ὐὣ

ᥳὒἵἵẩ本丸Ἰἓ὜᫵衛省ἻἺ政府機᫖Ἴ各地Ἔ

὚Ἷ要望ὣ突἞付ἢἰẪἮὝἼ応Ἑ὜官僚Ἷἓ὏ὛἼ

ὓ無内容Ἳ回答Ἴ時Ἴὀ怒ὛἿ声Ἕ上ἝἴἰẪ7 日ὀ

ị知ὛẩἵἻἝὛẩ止ὒ὜！市民交流ᬹ会ỌἝᫌἜὝ

ἰẪ 

政府交渉 

 交渉ὀẩ事前Ἴ各地Ἔ὚寄Ἤ὚Ὕἰᢈ問᮫目ὣ὏

Ἱὒẩ各᫖᥯省庁Ἴ提出Ἠ 6月 2日ὣ回答期᫿ἹἨἷ

回答ὣ求ὒἰ἗ἙἸẩἮἿ回答Ἴ対Ἠἷ再ᢈ問Ἱἕ

἗形Ἰᥳὒ὚ὝἰẪ当初ẩ提出Ἠἰᢈ問ὀ8᮫目57Ἴ

ἿὍἴἰẪ不戦ᾑᾇᾌὀẩ直接Ἷ参加団体ἸὀἻἕἝ

ᾣόὨᾯἿ製ᥬἹ᧍備元ἹἨἷἕἠἵἜἿᢈ問ὣἨ

ἰẪἮὝἹὀ別Ἴẩ沖西ᾑᾇᾌἿ参加団体 9団体Ἔ὚個

別Ἷᢈ問ὓ提出ἨἰẪ 

 交渉Ἴ先立ἴἷẩ共同代表Ἷ呉羽真弓ἦὤế京ᧀ祝

園ỀἜ὚ẩị巨ᯄἻ᣻拡Ἕ本当Ἴ国民ὣ守὜ἿἜẩ米国

ἹἿᮾ繁Ἳ᣻事演習ὀẩ日中平和友好条約Ἴ反Ἢ὜Ẫ

沖縄ὕ西日本Ἷ住民ὣ戦争Ἷ最前線Ἴ置἞ẩ平和的

生存権ὕ基本的人権ὣ侵害Ἠἷἕ὜ἤἹὣ自覚Ἠẩ

対応Ἢ὜Ὑ἗強ἠ求ὒ὜ẪỌἹ発言Ἠ再ᢈ問書ὣ提出

ἨἰẪ 

続ἕἷẩ沖西ᾑᾇᾌἿ共同代表Ἷ᱔井弘之ἦὤế愛

媛ỀἹ具志堅ᬖ松ἦὤế沖縄ỀἜ὚ẩ発言ἝἓἴἰẪ 

᱔井ἦὤὀẩị政府ὀẩ東ὦὼὦἿ厳Ἠἕ安全保ᬣ環

境Ἷ中Ἰọ抑止力ỎἝ必要ἱἹἕ἗Ἕẩ厳Ἠἕ状況ὀ

誰Ἕ作ἴἷἕ὜ἿἜẪ第 1列島線沿ἕἼᾣόὨᾯὣ᧍

備Ἠẩ中国Ἷ᫵衛ᾭὨᾷὣ突破ἨὙ἗ἹἨἷἕ὜ἿἝ

ὦᾥᾮὯἹ日本ἱẪ3 月Ἷᾜὴ὿ώ国᫵᫅官ἹἿ会談

Ἰὀẩ中国ὕ朝Ე半島ὕ南ύᾎ海ὣọᾳᾷύὦᾃーỎ

Ἱ一体化ὣἨἷ合同演習ὣ行ἴἷἕ὜Ẫ対中国Ἷ᣻事

体制ὣἻἠἬὁ東ὦὼὦἿ危機ὀἻἠἻ὜ẪὦᾥᾮὯ

ὀ日本Ἕ抜ἢὝὁ戦争ἝἸ἞ἻἕẪ᥅代日本国家ὀ

東ὦὼὦἸἿ戦争推ᥳ勢力ἹἨἷ欧米Ἱ共Ἴ侵略ὣ

ἨἰẪ中国包囲網Ἔ὚抜ἢἷ東ὦὼὦἿ平和Ἷ推ᥳ勢

力Ἴ変ὠ὜必要Ἕἓ὜ỌἹ発言ἨἰẪ 

具志堅ᬖ松ἦὤὀị沖縄Ἔ὚ᾣόὨᾯὣὓἴἷ自衛

ᬘὀ出ἷἕἢẪἮὝἝ自衛ᬘ員Ἷ命ὣ守Ὓẩ日本ὣ戦

争Ἔ὚守὜ἤἹἼἻ὜Ẫᾜὴ὿ώἝọ自衛ᬘὀ戦争Ἷ

最前線ἼἻ὜ỎἹ言ἴἰἤἹἼ対Ἠẩ中谷᫵衛相ὀọ会

談ὀ成功ἱἴἰỎἹ言ἴἰẪ自衛ᬘ員Ἷ命ὣὦᾥᾮὯ

Ἴ売Ὓ渡Ἠἷἕ὜Ẫ自衛ᬘὀẩὦᾥᾮὯἿἰὒἼ戦争ὣ

Ἢ὜᣻ᬘἼ変ὠἴἰẪ主権ὀ私ἰἲἼἓ὜Ẫ政府Ἴ対

Ἠἷ戦争ὣἨἷὀἕἢἻἕἹἕ἗ἤἹὣ何度Ἰὓ言

἗ỌἹ語気ὣ強ὒἷ語ἴἰẪ 

交渉ὀ以下Ἷ 8 ᮫目ἿᮬἼ行ὠὝἰẪ①᣻事費増

ᯄἹ憲法解᧴Ἷ件②安保三文書Ἱ᫵衛費増大Ἷ件 

③新ἰἻ᣻事拠点建設Ἱ住民説明Ἷ件④᫅射程ᾣό

Ὠᾯ᧍備計画Ἷ件⑤ᾣόὨᾯἿ製ᥬἹ保管Ἴ伴἗ᾮ

ώέἿ件⑥弾薬庫問ᯃἿ件⑦国民保護ậᦡᭇ計画Ἷ

件⑧ị特定利用空港ậ港湾ậᦇᢿỌἿ件Ẫ 

少Ἠ細ἜἠἻ὜Ἕẩ愛知ἸἿ今後Ἷ活動Ἴὓ参考Ἴ

Ἳ὜ἿἸ回答Ἱ若干Ἷ感想ὣ記ἪẪ 

①②Ἴἵἕἷὀẩ憲法ờ条ὣ活ἜἨἰ᭹᣻事的安全保

ᬣẩ具体的Ἳ外交努力ὣ問἗ἰἝẩ外務省ὀ安全保

ᬣ環境Ἷ厳Ἠἦὣ前提Ἴị᫵衛力Ἱ外交力ὀ二者択

一ἸὀἻἕỌἹ回答ẩ᫅射程ᾣόὨᾯἿ᧍備Ἴἵἕἷ

ὓẩị抑止力ậ対処力Ἷ向上Ἕẩ武力攻撃Ἷ可能性ὣ低

下ἦἬẩ国民Ἷ安全Ἴ繋Ἕ὜ỌἹἿ回答Ἰẩ具体的Ἴ

ἺἿὙ἗Ἳ外交努力ὣἨἷἕ὜ἿἜẩᾣόὨᾯ᧍備

Ἕ本当Ἴ安全Ἴ繋Ἕ὜Ἔẩ὏ἹὓἻ根拠ὓ示ἦἻἜἴ

ἰẪ 

③Ἴἵἕἷὀẩ佐賀空港ὉἿὮώᾛᾰὨ᧍備ẩ広島呉

地区Ἷị多機能Ἳ複合᫵衛拠点化Ọ計画ẩᰑ毛島Ἷ基

地建設ὣἓἣẩ住民ὉἿ説明会Ἷ実態ὣἓἣἷᥖ求

ἨἰẪ᫵衛省ὀị自治体Ὁ説明ὣἨἷἕ὜ỌἹ繰Ὓ᥆Ἠ

ἰẪ呉Ἷ例Ἰẩ自治体Ἴ対ἨἷὦᾮᾔὨ的Ἴ説明会ὣ

ᫌ἞ẩ容認Ἠἰήーώὓἓ὜Ẫ求ὒἷἕ὜Ἷὀ主権者

ἸἓὛ具体的Ἴ影ᮧὣ被὜Ἱ不安ὕ危惧ὣ持ἴἷἕ

὜住民ὉἿ説明ἱẪ住民Ἷ不安ὣ解消Ἢ὜本気度ὀ

὏ἴἰἠ感Ἡ὚ὝἻἕ対応Ἴẩ参加者Ἔ὚ὀ怒ὛἿ声

Ἕ上ἝἴἰẪ 



④Ἴἵἕἷὀẩ今年度Ἷ᧍備先ὣ端的Ἴ聞ἕἰἝ

ị検討中ἸἓὛᦕ切Ἳ時期Ἴ決定Ἢ὜ỌἹ回答ὣἨἰẪ

ἮἨἷẩ᧍備ἼᬢἨἷὓ住民説明会ὣᫌ催Ἢ὜Ὑ἗Ἴ

促ἨἰἝẩἤὝὓị地元自治体Ἴ情報提供Ἱ説明ὣ行

἗ỌἹẩ住民説明会ὀ明言ἨἻἜἴἰẪ沖縄Ἷ玉城知

事ὀẩ᫅射程ᾣόὨᾯἿ᧍備反対ὣἨἷἕ὜ἝἺ἗

対処Ἢ὜ἿἜὓ明確Ἴ回答ἨἻἜἴἰẪ 

具体的Ἳᢈ問᮫目ἼὀἻἜἴἰἝẩ私ἰἲὀ᣻᭑

産業周᤽住民ὕ自治体Ἴὓ説明会Ἕ必要Ἱ考Ἑἷἕ

὜Ẫ三菱᧸工小牧北工場ὀὓἹὙὛẩ3 度Ἷ事故ὣᢧ

ἤἨἷἕ὜ế死亡事故ὓᢧ἞ἷἕ὜Ề日油Ἷ周᤽住民

ὀἻἛἦ὚ἱ὞἗Ẫ 

⑤Ἴἵἕἷὀ石垣島ὉἿᾣόὨᾯ᧍備Ἰὀ事前Ἴ住

民ὉἿ説明ὀἻἜἴἰẪ安全確保ἿἰὒἼ住民ὉἿ

事前ᥨ知ὣ求ὒἰἝẩị᫖係法令ὣᦚ守Ἠἷἕ὜ỌἹ

ἿἤἹἸ説明ὕ事前ᥨ知Ἷ言ᢈὀ最後὏ἸἨἻἜἴ

ἰẪ経済産業省ὀẩ火薬ᯌ取締法Ἴ基ἶἠᦀᥘ手続἞

ὀ定ὒἷἕ὜Ἕẩ個別Ἷᦀ用ὀ警察庁Ἷ省令Ἴ基ἶ

ἕἷ行἗Ἱἕ἗回答ἱἴἰẪἤἤἸὀẩ日油Ἷ事故Ἷ

件ὣᢈ問ὣἨἰẪ経産省Ἔ὚行政指導Ἱ年 1 回Ἷ検査

ὣ実施Ἠἷἕ὜ἹἿ回答ἱἴἰẪ弾薬Ἷ使用期᫿Ἳ

ἺἿ管理体制ὓ明確Ἳ回答ὀ得὚ὝἫẩ製ᥬậᤛᥘậ

保管ἼἜἜὠ὜周᤽住民ὉἿ不安ὀ一向Ἴ払拭ἦὝ

Ἳἕ全ἠ不十分Ἳ回答ἱἴἰẪ 

⑥ἼἵἕἷẩἮὓἮὓ自衛ᬘἿ弾薬庫Ἴἵἕἷ火薬

ᯌ取締Ὓ法ὣ準用Ἠἷἕ὜ἤἹὉἿ根本的ἻᦂἲἿ

指摘ἝἓἴἰẪ火薬ᯌ取締法Ἰ規定ἦὝἷἕ὜保安

ᢸᭆế住宅ậ学校ἻἺἜ὚ἿᢸᭆỀἝẩ国ᬢ弾薬技術ὰ

ὨᾍᾭὨᾷ(IATG)ὕ NATO 基準Ἱ比ᤈἨἷ᭹常Ἴ短ἕ

点ὣ指摘ἨἰἝẩị採用ὀ各国Ἷ判断ỌἹἨἷᥗἢἰẪ

経産省ὀẩ火薬ᯌ取締法Ἕ攻撃ὣ受ἢ὜ἤἹὣ前提

Ἴ作὚ὝἰὓἿἸὀἻἕἤἹὀ認ὒἰẪ᫵衛省ὓị抑

止力ỌἝ破὚Ὕ὜ἤἹὣ前提Ἴ自衛ᬘ基地Ἷ地下化

ἻἺ強ᮂ化ὣἨὙ἗ἹἨἷἕ὜ἿἱἝẩ᣻᭑産業ὕ

弾薬庫ἻἺἿ周᤽住民Ἷ危ᬓἿᾮώέὀ考慮Ἠἷἕ

ἻἕἹἕ἗ἿἝ浮἞彫ὛἼἻἴἰẪ 

⑦Ἴἵἕἷὀẩ武力攻撃予測事態Ἷ判断基準Ἴἵἕ

ἷẩị個別具体的Ἴ判断Ἢ὜ỌἹἨἷἤὝὓ὏ἰ曖昧

Ἳ回答Ἴ終始ἨἰẪᦡᭇ計画ἼἛἢ὜港ὕ空港Ἷ᣻

事優先利用Ἴἵἕἷὕ沖縄島住民Ἷ屋内ᦡᭇἻἺẩ

有事ἿᬢἿ住民Ἷᦡᭇ計画Ἴἵἕἷὀ万事᭹現実的

Ἰ住民ἼἹἴἷὀ不安ἸἨἜἻἕẪ国ᬢ的Ἳ安全基

準Ἰἓ὜ị特殊標章ỌἿ掲示Ἴὓ消極的ἱẪ有事Ἕᢧ

ἤὝὁ᣻民分ᭆἻἺ᭹現実的Ἰἓ὜ἤἹὀᦂ去Ἷẩ

ἮἨἷ今現在ᢧ἞ἷἕ὜ὰὺὕὪέᾭὨᾎ戦争ἻἺ

ὣ見ἷὓ明὚ἜἱẪᦡᭇ対策ἸὀἻἠẩ有事ὣᢧἤἦ

ἻἕἤἹἤἮἝ政府Ἷὕ὜Ὂ἞最善Ἷ策Ἱ強ἠ要請

ὣἨἰẪ 

⑧ἼἵἕἷὀẩἜἵἷ政府ὀẩᾋᾩὦᾯᾪーώế᣻民

両用ỀἹἕ἗言葉ὣ使用ἨἷἕἰἝἮὝὣᬥ蔽Ἠἰἤ

Ἱὣ指摘ἨἰẪ᣻民両用Ἰ使用ἦὝὝὁ攻撃目標Ἴ

Ἳ὜可能性ὀ᱔ἕἝẩ政府ὀị個別Ἷ状況Ἰ᣻事目

標ἼἻ὜ἜἺ἗ἜἝ判断ἦὝ὜ỌἹ意味不明Ἷ回答

ἱἴἰẪị᣻民共用利用ὀ航空法ὕ港湾法Ἴ基ἶἠὓ

ἿỌἹ説明ἨἰἝ果ἰἨἷẩ港湾法ὕ航空法Ἴ法的根

拠ὀἓ὜ἿἜẩ突ἴ᤿ὐἰἕἹἤ὞ἱẪ更Ἴὀẩị有事

Ἴὀ特定利用施設Ἰἓ὜ἜἼ᫖ὠ὚Ἣ使用Ἢ὜ỌἹ

὏Ἰ言ἴἰẪ石垣島Ἷ事例Ἰὀ住民説明会ὓᫌἜἫ

特定港湾Ἴ指定ἦὝẩ米᣻ὓἺὤἺὤ来ἷἕ὜Ἱἕ἗Ẫ

本来ẩ港湾ὀᦂ去Ἷ戦争Ἰ᣻事利用ἦὝ多ἠἿ犠牲

ὣ強ἕ὚Ὕἰ経ᰱἜ὚自治体管理ἼἻἴἰἹἕ἗経

緯Ἕἓ὜Ẫᦂ去Ἷ経ᰱὣ学ὁἫẩ市民Ἴ再ὄᾮώέὣ

負ὠἬ὜Ἱἕ἗Ἷὀ無責任ἹἨἜ言ἕὙ἗ἝἻἕẪ 

 以上Ἕẩ交渉Ἷ概略ἱẪ交渉後ẩ大分Ἷ池田ἦὤὀ

᫖係各省庁Ἷ回答ὣị国ᬢ社会Ἷ平和Ἴ寄与Ἢ὜ὓ

ἿἸἓ὜ἜẪ市民住民Ἷ安全Ἴ寄与Ἢ὜ὓἿἸἓ὜

ἜẪỌἸ評価ἨἷὐἰἝ回答ἼὀἤἿ姿勢ὀ全ἠἻἕ

Ἱ発言ἝἓἴἰẪ同感ἱẪ᧸要ἻἤἹὀᬥ蔽Ἢ὜ẩ紋

切Ὓ型Ἷ回答Ἰ具体性ὓἻἕἨὀἡ὚ἜἪἹἕ἗姿

勢Ἴ終始ἨἷἕἰẪ 

 ἮὓἮὓẩ敵基地攻撃能力ἝἸ἞὜᫅射程ᾣόὨ

ᾯἿ製ᥬὀ憲法Ἴᦉ反Ἢ὜Ẫ愛知Ἰ作὚ὝἰᾣόὨ

ᾯἝ琉球弧ὣὀἩὒ西日本各地Ἷ自衛ᬘἼ᧍備ἦὝ

弾薬庫Ἴ保管ἦὝ὜ẪἮὝὀὦὼὦἼ向ἢἷ戦争ὣ

仕掛ἢ὜Ἱἕ἗ἤἹἼὓἵἻἝ὜Ẫ各地ἹἵἻἝὛẩ

武器ὣ作὜Ἳ！᧍備ὣἪ὜Ἳ！Ἷ声ὣ大἞ἠἨἷἕ

἞ἰἕẪ 

ị知ὛẩἵἻἝὛẩ止ὒ὜！市民交流ᬹ会Ọ 

 ὏Ἣẩ共同代表Ἷ海北由希子ἦὤἜ὚ẩị主権ὀ国

民Ἴἓ὜Ẫ必要ἻἤἹὀ私ἰἲἝ主権者ἱἹ自覚Ἠ

ἷ声ὣἓἣ὜ἤἹẪ沈ᵅὣἪ὜ἤἹὀ主権ὣ手放Ἢ

ἤἹἱẪ政府Ἷ行為ἼὙἴἷ὆ἰἰὄ戦火Ἕᢧ἞Ἳ

ἕὙ἗未来ὣ諦ὒἫἼ平和ὣἵἠἴἷἕἤ἗ỌἹἓἕ

ἦἵἝἓἴἰẪ 

 続ἕἷẩὼᾧーᾎᾮώᾌἿ吉田敏弘ἦὤἜ὚ị戦争Ἷ

加害者Ἴὓ被害者ἼὓἻ὚ἻἕἰὒἼ 大᣻拡ậ米

日᣻事一体化 戦争準備Ἴ反対ὣ！ỌἹἕ἗ᾊーᾢ

Ἰ講演ἝἓἴἰẪ吉田ἦὤὀị9 条Ἴ反Ἢ὜᣻事優先

Ἷ力学Ἕ広Ἕἴἷἕ὜ẪὦᾥᾮὯἜ὚ὀếGDPỀỗ％Ἷ

要求ὓ来ἷἕ὜Ẫ台湾有事ὣ想定ἨἰịάーᾷᾁーᾍỖ



ộỌἹἕ἗訓練

ὓ行ὠὝẩ戦死

者Ἷᦞ体処理

ἻἺὓ準 

備Ἠἷἕ὜Ẫ3月

Ἷ中谷᫵衛相Ἱᾜὴ὿ώ国᫵᫅官Ἷ会談Ἰẩ日本ὀ

ὦᾥᾮὯἿ戦略Ἴ能動的Ἴ担἗Ἱ言ἴἰẪ情報収ᬹὕ

統合ᾣόὨᾯ᫵衛Ἰ米᣻Ἷ指揮下Ἴ入Ὓẩ全᭼的Ἳ

一体化ἝᥳὤἸἕ὜Ẫ統合作戦司令ᦼὣ東京Ἷᧀ心

Ἷᢝ坂ᾛᾰώ὿ᾷᾃーἼ発᢮ἦἬ὜Ἱὓ言ὠὝἷἕ

὜ẪἪἸἼᬒ上自衛ᬘ総ᬘὀ朝᭟ᰜ屯地ế東京ỀἼ司

令ᦼ機能ὣ一体化ἦἬẩ海上自衛ᬘἸὀẩᾌᾢᾟーέ

発射訓練ἻἺἸ日米指揮統制Ἷ一体化ἝᥳὤἸἕ

὜Ẫ 

 米᣻ἹἿ一体化ὀẩ相手Ἷ᮵域Ἴ対Ἠἷ攻撃ὣ行

἗ἤἹὣ想定Ἠἷἕ὜Ẫ政府ὀị攻撃ἦὝἻἠἷὓ攻

撃Ἰ἞὜ỌἹ答弁Ἠἷἕ὜Ẫ政府ὓị抑止力Ọὀ万能Ἰ

ὀἻἕἹἕ἗ἤἹἝὠἜἴἷἕἷị強ᮂ化ỌἹἕ἗ἤ

ἹἸ司令ᦼἿ地下化ἻἺὣᥳὒἷἕ὜ẪἤὝὀẩ棄民

化政策Ἰ自衛ᬘἱἢἝ生἞残὜ẪἜἵἷἿ戦争Ἰὓ

民᫐人Ἷ被害Ἴ対Ἠἷὀ国家補償ὣἨἷἕἻἕẪἵ

὏Ὓẩ᣻ᬘὀ住民ὣ守὚ἻἕẪ 

 小田὏ἤἹἝịᭇ死Ἷ思想Ọὣ書ἕἰẪ大坂空襲Ἷ

ᵂ焦ἣἿᦞ体ὣὐἰ経ᰱἜ὚ẩ戦争ὀ人災Ἰịᭇ死Ọ

ὣ強ἕ὜側Ἕἕ὜Ẫ死ὤἱ人ὀ犬死ἼἱἴἰẪ国体護

持ἿἰὒἼ᫽伏ὣ᥼὚Ἤẩ原爆投下ὕ無差別爆撃Ἰ

ị国家災ᭇ死ỌẪ戦後ὀẩ国内外Ἴịᭇ死ỌὣἱἦἻἕ

Ἱἕ἗出発ἱἴἰἝẩ再᣻備ὕᾝᾌᾎᾤ戦争ẩὨᾭέ

戦争ἻἺἸ᫐接的Ἴịᭇ死Ọὣ強ἕἷ἞ἰẪ加害Ἷ歴

史否定ὕ排外主義ẩ平和憲法Ἷ否定ὀịᭇ死Ọὣ日本

Ἕ繰Ὓ᥆ἪἤἹἼἻ὜Ẫị加害者Ἴὓ被害者ἼὓἻὛ

ἰἠἻἕẪ歴史Ἷ᥯᫖ὣ繰Ὓ᥆ἦἻἕị反ᭇ死ỌἝ大

事Ẫ安全保ᬣὀ国Ἷ専管事᮫ἸὀἻἕẪ主権者ἹἨἷ

᣻拡ậ戦争Ἴ反対ὣἨἻἕἹἕἢἻἕỌἹ話ἦὝἰẪ 

各地Ἔ὚Ἷ報告 

①沖縄 具志堅ᬖ松ἦὤ  

宮古八᧸山先島三島ὀᦡᭇ計画Ἕἓ὜Ẫ与᦬国ὀ

危ᬓἻ島ἱἜ὚Ἱ医者ἝἕἻἠἻ὜ἜὓἨὝἻἕẪ

樽舞湿原Ἴὀ港湾Ἷ計画ὓἓ὜Ẫ沖縄島Ἷ 135 万人

ὀ屋内ᦡᭇẪᦡᭇὀ物理的Ἴ無理ἻἿἸ犠牲ἼἻὝ

Ἱἕ἗ἤἹἱẪ国Ἕ決ὒἰἤἹἼ従἗義務ὀἻἕἹ

ἕ἗ἤἹὣ言ἴἷἕἠẪ 

②石垣島  白玉ἢἕἤἦὤ 

 ὦᾥᾮὯ᣻ὀ来ἻἕἹ言ἴἷἕἰἝ日米合同訓練

Ἕ行ὠὝἷἕ὜Ẫ九州Ἴ行ἢἹ言ὠὝ὜Ἕẩ病人Ἷᦡ

ᭇἻἺ細ἜἻἤἹὀ言ὠἻἕẪ戦争ᾢᾭᾮὦἸ多ἠἿ

人Ἕ犠牲ἼἻἴἰἝ補償ὀἻἕẪᦡᭇἻὤἜἨἰἠ

ἻἕẪ 

③佐賀  熊本ὃ὞ὗ἞ἦὤ 

 佐賀空港ἼὮώᾛᾰὨἝ᧍備ἦὝ὜Ẫ三ἵἿ裁判ὣ

ὕὛẩ住民説明会ὣ求ὒἷἕ὜Ẫ裁判ἱἢἸὀἻἠ直

接行動ὓὕἴἷἕ὜Ẫ 

④ᰑ毛島  塚本弁護士 

 基地Ἷ建設Ἰ人手不᢮Ẫᰑ毛島Ἷ基地ὀẩ日米一

体化Ἷ象徴Ẫ工期ὀ3年ẩ予算 1兆円ế43兆円Ἷ枠外Ề

島Ἷ市有地ὣὒἡἴἷἿ裁判Ἱ漁業者Ἕ漁業権放棄

Ἷ問ᯃἸ裁判ὣὕἴἷἕ὜Ẫ  

⑤熊本 海北由希子ἦὤ  

 健᣻ᰜ屯地Ἴ西ᦼ総監ᦼἝἓὛẩὮーώᾌᾭᾮὦὓ

参加Ἠἷ指揮所訓練ὣ行ἴἷἕ὜Ẫ大矢᧹原演習場   

Ἰὀ英語Ἰ合同訓練Ἕ行ὠὝἷἕ὜Ẫ᱔᥿原ᰜ屯地

ế熊本空港Ἱ共用ỀὀẩᾜᾮἿ拠点Ẫ昨年Ἷ米᣻機ᯝ来

ὀ 88回Ẫ演習Ἷ監視行動ἻἺ行ἴἷἕ὜Ẫ  

⑥大分  合田ἦὤ 

 敷戸Ἷ弾薬庫ὀ2棟Ἔ὚9棟Ἴ増ἙἰẪ湯布ᬅἼὀ

ᾣόὨᾯᦼᬘἿ総司令ᦼẪ火薬ᯌ取締法ἸἿ保安ᢸ

ᭆὀ国᥯基準ὕ NATO基準ὙὛ短ἕẪ国民Ἷ安全ὣ何

ὓ考ἙἷἕἻἕ 

⑦広島 西岡由紀夫ἦὤ 

 旧日ᨤᢺ地ὣ 2024年Ἴ᫵衛省Ἕᢎ入Ἠẩ複合᫵衛

拠点ἹἨἷ整備Ἢ὜Ἱἕ἗Ẫ᥅ᬦ住民ἿὐἼ説明会ὣ

ᫌἕἷ呉市議会ὓᢀ成ἨἰẪ私ἰἲὀẩ平和憲法ὣ地

域Ἰ実現ἨἷἕἠẪ  

⑧京ᧀ祝園  松尾ἦὤ 

 1939 年Ἴ枚方Ἷ弾薬庫Ἰ大爆発ἝἓὛẩ祝園Ἴ作

὚ὝἰẪ1958年基地᥆ᦦᦀ動Ἕἓἴἰᬢẩ᫵衛庁Ἱ 

確認書ὣ交ὠἨἰẪ102 億円ὣ使ἕᥬ成工事ὣᫌ始Ἠ

ἰẪ 10月Ἴ交流ᬹ会ὣ持ἲἰἕ   

⑨ᰊᧀ圏  池田五律ἦὤ 

ᰊᧀ圏Ἷ基地ὀẩ練ᰑậ朝᭟ᰜ屯地Ἕἓ὜Ẫ朝᭟Ἴ

ὀᬒ上自衛ᬘ総体司令ᦼẩ東ᦼ方᭼総監ᦼὓἓ὜Ẫ航

空自衛ᬘἿ補給統制本ᦼὀ北区Ἷ十条Ἴἓ὜Ẫ東京

ὀἪἸἼẩ国民保護計画Ἴ基ἶ἞ẩᾗᾇὴᾰώάᾩーἹ

ἕ἗ᦡᭇ訓練ὣὕἴἷἕ὜Ẫ 

⑩神奈川  星᧹ἦὤ 

横ᮭ賀ὀẩ原子力空母Ἱ護衛艦 12 ᬳẪὦᾥᾮὯἝᾌ

ᾢᾟーέἿ発射訓練ὣ海上自衛ᬘἼ教Ἑ὜Ẫᾌᾢᾟー

έὀὦᾥᾮὯἿ情報Ἰ使἗Ẫ反対ᦀ動ὣ始ὒἷἕ὜Ẫ

横浜ᾒーώᾍᾇέἸ南西諸島ὉἿᤛᥘᦼᬘἸἓ὜第ộ

ᤛᥘ中ᬘἝᦀ用ᫌ始ἨἰẪ 



 
 

防衛省は２０２５年度中に射程１０００キᾱになる改良

型の長射程ᾣサイᾯを配備するとしています。 

 南西諸島に配備すれば中国沿岸部、熊本県や大分

県に配備すれば中国沿岸部や朝鮮のほぼ全域が射

程に入るとされています。 

 配備計画の起点は製造元の三菱小牧北工場です。

不戦へのネットᾳークではこの配備計画反対の意思

を表すため「開発・生産するな」という抗議行動を開

始しました。地元小牧と名古屋市で行動をはじめまし

た。 

 ６月８日には三菱小牧北工場正門前でᾢイクでの街

宣、チᾭシを撒き、横断幕を掲げたりしました。人通り

が少なかったですが、ドᾭイバーにはアピーᾯできた

かも。そこから繁華街に移動。ドᾷキᾟーテ前で宣伝

活動をしました。地元の人達はこんなᾣサイᾯが小牧

で作られていることを知っているだろうか？という

疑問もありました。反応を見ると三菱のことは知って

みえるようでした（あたりまえか）。ただしその危険性

について認識されているかはわかりません。地元の

大企業であり、それもいま大きな利潤を上げている

企業であり、危険性など口にすることは難しいであろ

うことは想像できます。私達は企業に対する攻撃が

目的ではなく、平和で安全な地域をめざすのが目的

です。街がくらしが軍事化されることを懸念している

ということです。今後は市民的な話し合いができるよ

うな街宣ができ

ればと思ってい

ます。暑いなか

８人の参加。 

７月１３日には

栄の丸善スカイ

ᾯ前で三菱ᾜの

抗議、大軍拡批 

 

 

判を行いました。１

５名ぐらいの参加。

参加者が順番にア

ピーᾯをしました。

市民による企業、

とりわけ人権や紛争に関わる軍事企業を監視し要請、

抗議の行動をすることは社会的にも必要とされてい

ると思います。とはいえ企業側は門をとざしています

が。民間企業だからといってなにをしてもいい時代は

すぎさりました。 

イスᾭエᾯや欧米の軍事企業に産業用ᾱᾠットを提

供しているＦＵＮＵＣなどは「法はおかしていない」と

いっていましたが、法をおかしていなければなにをし

てもいいわけではありません。そんな会社が従業員

や地域の市民に優しいはずはありません。わたしたち

は「ᾦノいう文化、対話できる文化」をめざしたい。 

長射程ᾣサイ

ᾯの配備をと

めるために今

後も活動をつ

づけます。 

 

今後ỉ予定  ắ参加くẻẰいὲ 

＊栄街๓ 

႘時：㕸月㕱㕰႘（႘）㕱㕶：㕰㕰⿤㕱㕷：㕰㕰 

඘സ：丸栄スカイル๶ 

＊൚ቄ街๓ 

႘時：9月 14႘ 午๶ 10時⿤  

    三ᅟഓ工൚ቄሾ工඘๶ 

    11時 15ᇀ ൚ቄドンキ๶ 

※9 時に་ຄ根駅集合で車でᇀඔできま

す。࿊員 9኎ 

 



㖍㕴ᎉ習機ྦጜの原因究ነと再ᄇሻ止にかかわる෇しႚれሇ告 

  

 5月 14日ẩ小牧基地ὣᯝὄ立ἴἰ航空自衛ᬘ新田原基地所属Ἷ T4練習

機Ἕẩᭆᬒ直後小牧市Ἴἓ὜入ᴣ池Ἴ墜落Ἠẩ乗ἴἷἕἰ自衛ᬘ員2名Ἕ死

亡Ἢ὜Ἱἕ἗事故Ἕ起἞὏ἨἰẪ墜落事故ὣ受ἢἷẩ不戦ᾑᾇᾌἸὀẩ5月 16

日以下ἿὙ἗Ἳ申Ἠ入Ὕὣ小牧基地司令Ἴ提出Ἠ὏ἨἰẪ 

申入ὝἼὓἓ὜Ὑ἗Ἴẩ197機保有Ἠἷἕ὜἗ἲẩ約60機ὀ事故原因Ἷ究

明Ἴ不可欠ἻᾙᾭὨᾌᾰίーᾄーἻἺἝ搭載ἦὝἷἕἻἕἹἕ἗ἤἹἸἪẪ

小牧市ậ豊山町ậ春日井市ậ名古屋市Ἴᬦ接Ἢ὜航空自衛ᬘ小牧基地ὀẩị墜

落現場周辺ὀẩ米軍普天᫐ế὆ἷὤ὏Ềᯝ行場ế沖縄県Ề以上Ἴ市街地Ἕ広ἠẩịᯝ行Ἴ気ὣ使἗地域ỌἹ説明ẪỌế元空

将Ἰᴬ沢大Ἷ織田邦男特別教授ậ中日新聞特報記事ὙὛỀἹἓ὜Ὑ἗Ἴᭆᬒὓ着ᬒὓ市街地Ἷ上空ὣᯝ行Ἠ὏ἪẪ今

回ὀẩ入ᴣ池Ἴ墜落Ἰ他Ἷ被害ὀ出὏ἬὤἸἨἰἝẩ὏ἜὛ᫐違Ἑὁ大惨事ἼἻἴἰ可能性ὓἓὛ὏ἪẪ 

事故Ἷ機体ἿὬᾷὼᾷἻἺ主要部分ὀ὏ἱ引἞上ἣ὚ὝἷἛ὚Ἣẩ事故原因ὓ明὚ἜἼἻἴἷἕἻἕ中Ἰẩ航

空自衛ᬘὀẩị点検Ἰ異常ἝἻἕἤἹἝ確認ἦὝἰ機体Ἔ὚ᯝ行ὣ再ᫌἦἬ὜ỌἹἨἷẩ6月 13日Ἔ὚ᯝ行ὣ再ᫌ

Ἠ὏ἨἰẪT4練習機ὀᾚᾯーὨᾷᾕᾯώἿᯝ行ὓ行ἴἷἛὛẩ大᫲万博Ἰὓ展示ᯝ行ἝἦὝ὏ἨἰẪ 

ᬘ員2名Ἷ命Ἕ失ὠὝἰἼὓἜἜὠ὚Ἣẩ事故原因Ἷ解明ὓἦὝἻἕ὏὏Ἷᯝ行再ᫌὀἓἴἷὀἻ὚ἻἕἹ思

ἕ὏ἪẪ 

 

㖍㕴ᎉ習機墜落の原因究明と再発防止にかかわる申し入れ書 

小牧基地指፭・鮫島建一様 

 

私達は平Ꭼで安全な地域社会を目指す活動をおこなっている市民団体です。そうした目的から小牧基地に申入

れをします。㕵月㕱㕴日午後㕳時㕱㕰分ごろ航空自衛隊の㖍㕴ᎉ習機が犬山市の入鹿池に墜落しました。㕱㕵日夕の段

階では搭乗されていた㕲名の隊員の安否確認ができていないということです。絶望的な状況ではありますがご無

事を祈るばかりです。 

航空機の墜落事故は大きな被害を生みます。入鹿池では釣り客もおり周辺にはレジャー施設があり住宅地もあ

ります。また農業用水のため池でありこれから田植えなどの農作業を迎え水が必要とされます。水質汚染は地域

農業に多大な悪影響をあたえます。オイルなどのጺ出防止に十分な処置をとってください。 

何より事故原因究明と再発防止がなされなければなりませんが、報道によるとフライトレコーダーやボイスレコ

ーダーが搭載されておらず事故原因が究明しにくい状態であるとされています。新聞によると古い機体であり、

順次搭載をしているとのことですが、事故原因を究明し、もって安全策を考えるというのが普通のことではない

でしょうか。そのようにして事故をなくし、隊員の命を守るというのが一番大事なことです。フライトレコーダーな

どがないなどは、いざという時にそなえた事故究明の意識がない、または人命軽視とさえ思えます。もっと隊員

への安全配ፄにお金を使ってください。言うまでもなく事故を防ぐためには十分な点検と余裕をもった体制が必

要です。 

いまの自衛隊を見ていると次々と新しい兵器が導入され、演習・訓ᎉに追いまくられているようにみえます。有

事には前線にጵてと緊張もしいられています。修理点検工場の三菱重工にしても多くの事業をかかえており、フ

ル活動です。好調と言われる軍事産業ですが、作業員の方は大きな負担を担わされているのではないでしょうか。

まだ事故原因はわかりませんが、点検作業員や操縦者の勤務状況に無理がなかったかの点検をしてください。 

隊員の生命と地域の安全、信頼のため徹底した原因究明をおこなってください。それまでは当然のことですが

㖍㕴機は使用しないでください。同型機を使ったブルーインパルスの飛行も停止してください。入鹿池からオイル

などጺ出しないよう万全の処置をとってください。なにより隊員お二人の安否確認に全፛をつくしてください。 

以上申入れします。                                 

㕲㕰㕲㕵年㕵月㕱㕶日                                       



ỏ集会報告Ố 

日ᇚ地位協定のᆊ条ጫをኴう! 

ᇚᇐの性ᄠ罪から告ᄇする 

 

高橋良平 

 5 月 24 日(土)、ὨーᾚᾯἻἥὕἼἷị日米地位協

定Ἷ不条理ὣ問἗!米兵Ἷ性犯罪Ἔ὚告発Ἢ὜ỌἝ開

催ἦὝἰ。当日ὀ名古屋学院大学教授Ἷ飯島滋明ἦ

ὤế名古屋学院大学教授 憲法学ậ行政法ậ平和学)Ἱ

άᾧόᾮーᾷậὼὫーᾷậᾙὧᾇύᾧーἦὤἿỖ人Ἷ講演

Ἕ行ὠὝἰ。以下、講演Ἷ内容ὣ報告Ἢ὜。 

 

 飯島滋明ἦὤὀ、日本Ἰ活動Ἢ὜米軍属Ἕ公務外

ἼἛἜἨἰ犯罪ὓἨἠὀ犯罪容疑Ἴἵἕἷ、日米地位

協定ἼὙἴἷ日本Ἷ警察行政Ἱ司法権、ἮἨἷ民事請

求権Ἕ制限ἦὝ、ἹὛὠἢ性犯罪ἼἛἕἷἮὝ὚Ἕ

非常Ἴ制限ἦὝἷ἞ἰἤἹὣ問題提起Ἠἰ。 

 日米地位協定ὀ、

米軍関係者Ἕ公務

外Ἰ起ἤἨἰ事件ὀ

日本側Ἷ裁判権Ἕ

優先ἦὝ὜Ἕ、米側

Ἕ身柄ὣ確保Ἠἷἕ

὜場合ὀ起訴὏Ἰ米

側Ἕ拘束Ἢ὜Ἱ定ὒ

὜。ἤὝἼὙἴἷ過

去幾度ἹἻἠ日本Ἰ犯罪ὣἛἜἨἰ、ὓἨἠὀἮἿ嫌

疑Ἷἓ὜米軍属Ἕ刑罰ὀὑ὞ὤ裁判ὣ受ἢ὜ἤἹἪ

὚ἻἠὦᾥᾮὯἼ逃亡Ἠἷ἞ἰ。ἮἨἷ米軍人等Ἴἵ

ἕἷ日本側Ἷ捜査ậ取調Ὂậ公判等Ἷ刑事裁判権ὀ著

Ἠἠ制限ἦὝ、὏ἰ性暴力事件ὀ被害者Ἴ深刻Ἳ心

身ὉἿᾄᾥーὼὣὓἰ὚Ἠ、ἮἿ回復ἿἰὒἼὀ膨大

Ἳ時間Ἱ対応Ἕ必要ἱἝ、ἮὝ὚Ἷ費用ὣ加害側Ἴ

請求Ἢ὜民事請求権ὓ日米地位協定Ἰ制限ἦὝἷἕ

὜Ἱ報告ἦὝἰ。 

 飯島氏ὀἦ὚Ἴ、1953 年Ἴ法務省Ἕ刑事局長名Ἰ

検事長ὕ全国Ἷ検事正Ἴ対Ἠ、米兵関連Ἷ犯罪ὣ起

訴猶予ἼἪ὜Ὑ἗ἼἹἿ通達ế1953 年 10 月 7 日付Ề

Ἠἰ裁判権放棄密約Ἕ存在Ἠἷἕ὜ἤἹὣ紹介Ἠἰ。

ἮἨἷ日本側ὓ自公政権Ἕ性暴力Ἴἵἕἷ米側Ἴ抗

議Ἢ὚ἨἷἕἻἕἤἹὣ紹介Ἠἰ。 

 最後Ἴ、米軍属Ἷ犯罪ὣ防止Ἠ、公正Ἴ裁἞、被害

者Ἕ十分Ἳ賠償ὣ得὚Ὕ、憲法Ἱ法Ἕ当ἰὛ前Ἴ機

能Ἢ὜ἰὒἼὓ日米地位協定Ἷ改定Ἕ早急Ἴ必要Ἰ

ἓ὜、国民ậ市民ὣ守὚Ἳἕ自民党ậ公明党Ἴὀ選挙Ἰ

主権者Ἷ意志ὣ！Ἱ訴Ἑἰ。 

 ἵ἟Ἴ米軍Ἴ

Ὑ὜性暴力被害

者Ἰἓ὜άᾧό

ᾮーᾷậὼὫーᾷậ

ᾙὧᾇύᾧーἦὤ

Ἕ講演ἦὝἰ。

ᾙὧᾇύᾧーἦὤ

ὀ自὚Ἷ生ἕ立

ἲ、ἹὛὠἢ父

Ἔ὚人ὣ信頼Ἠ

ἻἦἕἹ教Ἑ὚Ὕ、ἮἿ教Ἑὣ自὚ὓ尊ἕὓἿἹ思

ἕ生἞ἷ来ἰἤἹὣ紹介Ἠἰ。ἮἨἷ性被害Ἱ、性被

害ὣ告発Ἠ現在Ἴ至὜὏Ἰὣἥ自身Ἷ身近Ἳ方々Ἱ

Ἷ支Ἑ合ἕἿ話ὣ交Ἑἷ報告ἦὝἰ。Ἱἷὓ印象的

ἱἴἰἿὀ、性被害ὣ実名Ἰ告発ἨἰἿὀᾙὧᾇύᾧ

ーἦὤἝ初ὒἷἸἓὛ、今現在ὓ唯一Ἷ方Ἰἓ὜Ἱ

ἕ἗点ἱἴἰ。ἮἨἷ多ἠἿ被害者Ἕ泣἞寝入ὛἨἷ

ἕ὜背景Ἴὀ、日米地位協定ὕ日本Ἷ政府ậ行政ἼὙ

ἴἷ、米軍属Ἷ犯罪ἹὛὠἢ性暴力事件ὣ隠蔽ἨὙ἗

Ἱἕ἗力Ἕ加ὠἴἷἕ὜Ἔ὚ἸὀἻἕἜἹ話ἦὝἰ。

ᾙὧᾇύᾧーἦὤὀ、ἤὝ以上同ἩἤἹἝ繰Ὓ返ἦὝ

ἻἕἰὒἼ、ἮἨἷ自分自身Ἷ尊厳ἿἰὒἼὓ決Ἠ

ἷ負ἢἻἕ、諦ὒἻἕἹ述Ὂἰ。 

 集会Ἷ最後Ἴ、山本ἦὤἜ὚性暴力Ἷ問題ὀ地位

協定Ἷ問題Ἱἕ἗観点Ἔ὚ἿὐἸὀἻἠ、ἮὝ自体

ἹἨἷὓ重要Ἳ課題Ἰἓ὜ἹἿ発言Ἕἓἴἰ。 

  

 今集会ὀ、人間ἼἹἴἷὓἴἹὓ大切Ἳ尊厳Ἷ問題

Ἱ日米地位協定Ἱἕ἗法的Ἳ問題ἿỖἵὣ扱ἴἰ集

会Ἰἓἴἰ。ἮἨἷ尊厳Ἷ問題、性Ἷ問題ὀ社会全般

Ἷ性差別構造Ἷ問題Ἱὓ関係Ἕἓ὜ἰὒ非常Ἴ深刻

Ἔἵ複雑Ἳ問題Ἰἓ὜Ἱ考Ἑ὜。ἰἱ、憲法ὕ法Ἱἕ

἗Ἷὀ、個人Ἷ尊厳、ἹὛὠἢ社会ἼἛἕἷ脆弱Ἳ個

人Ἷ尊厳ὣ擁護Ἢ὜ἰὒἼἤἮἓ὜、Ἱἕ἗ἿἝ὏

ἦἼ近代法Ἷ根幹ἸὀἻἕἱ὞἗Ἔ？憲法規範、法

Ἷ支配ὀ何ἿἰὒἼἓ὜ἿἜ？὏ἰ日米地位協定Ἕ

ἮὝ὚ὣἺ἗侵犯Ἠἷἕ὜ἿἜ？ὣ改ὒἷ学ὄἻἛ

Ἢ機会ἹἻἴἰ。 

 

※このആ会は、あいち沖ႈ会議、๗ຮをさせない

1000 ෗委員会あいちと共௹と୰益ఖཆሓ෗኎ଽ

屋ＹＷＣＡ協౑で開௹しました。    



第 27回  

許すな！憲法改悪・市民運動全国交ጺ集会報告⿤ 

「戦争する国」の道を止める 

報告 山本ὐὀ἟ 

5月 31日Ἱ 6月 1日Ἷ二日᫐ẩ東京Ἰ第 27回許Ἢ

Ἳ！憲法改悪ậ市民ᦀ動全国交流ᬹ会Ἕẩ全国 13 ᧀ

府県Ἔ὚約 70名Ἕ参加Ἠἷ行ὠὝ὏ἨἰẪ 

今回Ἷ交流ᬹ会Ἷᾊーᾢὀọị戦争Ἢ὜国ỌἿᦇὣ

止ὒ὜ỎἸẩ公ᫌᬹ会ὀẩὼᾧーᾎᾮώᾌἿ志葉玲ἦὤ

ἝịὪέᾭὨᾎἿ取材Ἔ὚ỌὣᾊーᾢἼẩ新外交Ὠᾏ

ύὦᾅᾚ代表Ἷ猿田佐世ἦὤἿị日米同盟ἼὙ὜ᾮώ

έἹἤὝἜ὚Ἷ日本ỌὣᾊーᾢἼἨἰ二ἵἿ᠏演Ἕ行

ὠὝἰẪ 

 公ᫌᬹ会ὀẩ὏Ἣị許ἪἻ！憲法改悪ậ市民᥯絡

会ỌἿ事務局᫅菱山南帆子ἦὤἝ主催者基調ἓἕἦ

ἵἜ὚始὏ἴἰẪ菱山ἦὤὀẩị新ἰἻ戦前Ἱἕ἗状

況ὀ深刻ἱẪ市民ᦀ動ὀ᧸要Ἳ役割ὣ持ἴἷἕ὜Ẫ沖

縄西日本ᾑᾇᾌἝ立ἲ上ἝἴἰἝ日本全国Ἰ繋Ἕἴ

ἷἕ἞ἰἕẪ若ἕ人ἰἲἝᦀ動Ἴ᫖心ὣ持ἲ始ὒἷ

ἕ὜Ẫ私ἰἲἝ᮱張ἴἷ若ἕ人ἰἲἼ未来ὣ手渡Ἠἷ

ἕἠᦀ動ὣὕἴἷἕ἞ἰἕỌἹἿ挨拶ἝἓἴἰẪ 

 2022 年 4 月Ἴ初ὒἷ

ὪέᾭὨᾎἼ行἞ẩ今年 2

月Ἴὓ取材ὣἦὝἷἕ὜

志葉玲ἦὤἜ὚報告Ἕἓ

ἴἰẪ志葉ἦὤὀẩ὏Ἣᾱ

ύὦἝ停戦Ἰ何ὣ求ὒἷ

ἕ὜ἿἜἹἕ἗ἤἹἜ὚話ἦὝẩ①ὪέᾭὨᾎἿ

NATO 加盟放棄ẩ②ὪέᾭὨᾎ南ᦼ東ᦼỘ州Ἔ὚ἿὪέ

ᾭὨᾎ᣻Ἷ撤ᥗẩ③έᾮᾣὦ半島ἿᾱύὦἿ᮵土化ẩ

④ὪέᾭὨᾎἿ᭹武装化ἻἺἱẪ 

2 月Ἴ行ἴἰ時ὓὌὍ毎日無差別空爆Ἕ行ὠὝἷ

ἕἰẪᾱύὦἿ侵略Ἴ対Ἠἷᢀ成Ἢ὜人ὀὌὍἕἻ

ἕἝẩ前線Ἷ兵士ἰἲὀ兵員不᢮ὓἓὛ大変Ἰẩ停戦

ἪὊ἞Ἱἕ἗人ὓ他Ἴ手立ἷἝἻἠ苦渋Ἷ決断ὣἨ

ἷἕ὜ẩἹἕ἗ἤἹὣ理解Ἠἷὓ὚ἕἰἕẪ徹底抗戦

ὣ主張Ἢ὜人ὓἕἷẩ女性ὉἿᾰὨᾛὕ子Ἲὓἰἲ

Ἷ誘拐ὓ行ὠὝἷἕ὜Ẫ憲法前文Ἷị全世界Ἷ国民

Ἕẩ等Ἠἠ恐怖Ἱ欠乏Ἔ὚免Ὕẩ平和Ἷ἗ἲἼ生存Ἢ

὜権利ὣ有Ἢ὜ỌἹἕ἗憲法Ἷ精神Ἰ外交ὣὕἴἷ

ὓ὚ἕἰἕỌἹ結ὁὝ὏ἨἰẪ 

 猿田佐世ἦὤὀẩ今年5月Ἴ出ἦὝἰẩNDἿ政策提

言ὣὓἹἼẩᾌᾭᾷᾛ大統᮵Ἷ就任Ἰẩ日本ἝἺἿὙ

἗Ἳ状態Ἴἓ὜ἿἜὣ整理Ἠἰ἗ἙἸẩ日本Ἷᦝ択

肢ὣ提示ἦὝἰẪ὏Ἣẩᾌᾭ

ᾷᾛὀẩNATO ὕ日本Ἴ対Ἠ

ἷ自分ἰἲἸ᫵衛ὣὕὝἹ

ἕ἗姿勢ἱẪὪέᾭὨᾎἼ

対Ἠἷὓ支援Ἷ停止ὣ言ἴ

ἷἕ὜ẪἮἿ中Ἰ日本ὀ今

὏ἸᥨὛ日米同盟ὣ強化Ἠ続ἢ὜ị抱἞ἵ἞戦略ỌἜẩ

ὦᾥᾮὯἹἿᢸᭆὣ変Ἑἧ὜ὣ得ἻἕἹἕ἗ᦝ択ἱẪ

後者ὀ二ἵἼ分ἜὝ὜Ẫ中国ὕị北朝ᲔỌἿ脅威Ἴ対

Ἠἷ独自Ἰ᫵衛力ὣ᱔ὒ὜Ἱἕ἗考ἙἹẩ᫵衛力Ἴ

ᮿ὜ἿἸὀἻἠ外交努力Ἴ注力Ἢ὜Ἱἕ἗考ἙἝἓ

Ὓẩᦝ択Ἢ὜局᭼Ἴἓ὜Ẫ 

Ἲ἗ἕ἗ᦝ択肢Ἕ現実的ἻἿἜὣ考Ἑ὜Ἱ἞Ἴ 7

ἵἿ問ᯃ提ᢧἹ回答Ἕ助ἢἼἻ὜Ẫ設問ὀ①ᾌᾭᾷᾛ

政権ἸὦᾥᾮὯὀ日本ὣ守὜ἿἜ②ᾌᾭᾷᾛ政権Ἰ日

本Ἕ戦争Ἴ巻἞᤿὏Ὕ὜可能性Ἕ᱔὏ἴἰἜ③ᾌᾭᾷ

ᾛ政権Ἰẩ中国Ἷ台湾ᥳ攻Ἷ可能性ὀ᱔὏ἴἰἜ④

日本ὀ中国Ἴ᣻事力Ἰ勝ἷ὜Ἔế抑止Ἰ἞὜ἜỀ⑤日

本Ἴ᫵衛力Ἷ拡大ὀ可能Ἔ⑥᫵衛力ὣ拡大ἪὝὁ日

本ὀ安全ἼἻ὜Ἔ⑦外交Ἱὀ何ὣἪὊ἞ἜẪ  

 ①ἼἵἕἷẩὦᾥᾮὯὀ中国Ἴ対Ἠἷὀ手ὣ緩ὒἻ

ἕẪᰞἹἨἷ日本ὀ᧸要ẪἨἜἨẩἮἿἤἹἹ日本ὣ守

὜Ἱἕ἗ἤἹὀᦉ἗Ẫ朝日新聞Ἷ世៬調査Ἰὀ日本

ὀ自立Ἠἰ方ἝἕἕἝ7割ἼἻἴἷἕ὜Ẫ②Ἴἵἕἷ

ὀị台湾有事Ọὀ中国ἹὦᾥᾮὯἿ戦争ẩἓ὜ἕὀ代

理戦争ἼἻ὜Ẫᾌᾭᾷᾛὀ曖昧Ἳ態度ὣ取ἴἷἕ὜Ẫ

③ὦᾥᾮὯὀ自滅Ἠἷἕἠẩ中国ὀἓἙἷ᣻事行動ὣ

ᢧἤἪ可能性ὀἻἕἱ὞἗Ẫ④中国ἹἿ経済力Ἷ差

ὀ 5～6倍Ẫ日本ὓ中国ὓ᣻事ᡯὀ GDPἿ 1.8％Ẫ᣻事

力Ἰὀ勝ἷἻἕẪ⑤経済Ἕ厳ἨἕἻἜ今Ἰὓᡝ源Ἕ

厳ἨἕẪ⑥᣻事力ὣ拡大Ἠἷὓ安全保ᬣἿὼᾰᾷᾢἼ

ᬈ὜⑦外交ἼὀἛ᧼ὓ時᫐ὓἜἜ὜ἝἮὝἝἸ἞ἰ

時Ἴὀ戦争ἼὀἻ὚ἻἕẪ 

 ἮἿ上ἸẩỞỰỢỞừὕὴᾱーᾔᾯόὪώἹ言ὠὝἷ

ἕ὜国ἿịDon’t make us choose」Ἱἕ἗ᦝ択肢

ὣ紹介ἦὝἰẪ特ἼẩᾝᾌᾎᾤἿ例ὣ挙ἣἷᾝᾌᾎᾤ

ὀ四ἵἿ NO Ἱἕ἗ἤἹἸẩ①᣻事同盟Ἴ参加ἨἻἕ

②二国᫐᫖係Ἴ第 3国Ἷ介入ὣ求ὒἻἕ③他国Ἴ基

地建設ὕ᮵土利用ἼὙ὜他国ὉἿ対抗ὣἦἬἻἕ④

国ᬢ᫖係ἼἛἢ὜武力行使ẩ武力ἼὙ὜威嚇ὣἨἻἕ

Ἱἕ἗ἤἹὣ徹底Ἠἷἕ὜Ẫ᫵衛力Ἷ拡大Ἰ平和ἼἻ

὜Ἱἕ἗Ἷὀ᫐ᦉἕẪ外交Ἰ戦争ὣ回ᦡἪ὜Ἴὀ大

変Ἳ努力Ἕἕ὜Ἕ外交ὣ៶ὒἷὀἕἢἻἕẪ 

※᠏演Ἷᩲ画Ἕ以下Ἰ視聴Ἰ἞὏ἪẪ 

https://www.youtube.com/watch?v=R2yL4jLgabw 



「౲の൒෗ேऌ」への 

໨ጜを౱めるために 

杉原浩司  

武器取引反対ᾑᾇᾌᾳーέ(NAJAT)代表 

 

虐殺加担の武器見本市 

予想さὝたとはいえ、参院選の結果は惨憺た὜

ものだった。極右参政党が「外国人問題」な὜争点

ὣねつ造し、排外主義ὣ煽って「躍進」した一方で、

共に差別や大軍拡に抗ってきた心あ὜議員が次々

と退場させ὚Ὕた。ὼὫᾒόὨᾍへの加担、戦争準

備の大軍拡などの争点とな὜べき重大ᾊーᾢは隠

さὝ、私たちも争点にできなかった。 

一方で、ὰὺの状況は日々最悪ὣ更新してい὜。

この間、食料配給ὣ待つ約 1000 人もの住民がὨώ

ᾭὬᾯ軍にὙって虐殺さὝ、食料搬入阻止にὙ὜

餓死者も続出してい὜。そして、虐殺の現場と日本

は完全に地続きとなってい὜。 

 

5 月 21 日か὚ 23 日まで、千葉県有の幕張ᾥᾇ὿

で開催さὝた総合武器見本市「DSEI Japan」には、

ὨώᾭὬᾯの軍需企業22社と2つの政府機関が出

展した。ᾙᾭᾷώです὚、6 月 16 日に開幕した「ᾕᾮ

国際航空ύᾫー」において、ὨώᾭὬᾯ企業の武器

展示ᾚーώὣ黒い壁で閉鎖した。しかし、憲法 9 条

と前文ὣ持つ日本は、何の制限も設けなかった。驚

くべきことに、ὨώᾭὬᾯの最大手「Ὤᾯᾗᾇᾌ・ύώ

ᾊᾤ὾」のᾚーώ中央には、小型の自爆ᾍᾱーᾷで

あ὜「SkyStriker」の模型が吊Ὓ下げ὚Ὕた。4 月の

ὰὺ避難民ᾊᾷᾌへの攻撃に使用さὝ、1 週間で子

ども 14人ὣ含む約 30人の住民ὣ虐殺したものだ。 

また、大手の一つ「ᾭᾙὥὬᾯ」のᾚーώには、Ὑ

Ὓ小型の自爆ᾍᾱーᾷ「Spike Firefly」の模型が置か

Ὕた。つい最近、ᾭᾙὥὬᾯは、同機がὰὺ北部で

民間人ὣ虐殺した映像ὣ使った動画広告ὣ公開し

た。あまὛのὴᾱᾊώέさに言葉ὣ失う。現在進行

形の虐殺にὙὛ「性能ὣ証明」した武器ὣ、日本に

売ὛつけὙうというのだ。 

「死の商人」ὣ歓待す὜一方で、抗議す὜県民・市

民は、公共施設であ὜にもかかὠ὚ず、共用ώᾞー

ώに入὜ことす὚禁じ὚Ὕ、完全に排除さὝた。初

日の 5月 21日、約350人がᾄὨ・Ὠᾷなどで強い抗

議の意志ὣ表し、鉄柵越しに警備員὚と対峙して怒

Ὓのίーᾯὣ上げ続けた。 

 

ὨώᾭὬᾯ製ᾍᾱーᾷ輸入の現段階 

ここで、名古屋でも反対運動が取Ὓ組まὝてき

たὨώᾭὬᾯ製攻撃型ᾍᾱーᾷ導入ὣめぐ὜最新情

報ὣお伝えしておこう。 

5月 22日の防衛省交渉で、2025年度に 32億円

ὣかけて 1機種310機分ὣ取得す὜小型の自爆ᾍᾱ

ーᾷの導入対象が I 型であ὜ことが明確になった。

年内に一般競争入札ὣ経て最終選定が行ὠὝ὜

が、ὨώᾭὬᾯ製の実証試験機のうち、海外物産が

輸入代理店ὣ務め὜ IAIの 2機種(ROTEM Lと Point 

Blank)が I 型に該当す὜。他はώᾞὨᾷ・ὦᾯάᾣὦ

製の「QSLAM」とὮーώᾌᾭᾮὦ・Defend Tex 製の

「Drone40」であ὜。実証試験ὣ実施していない機

種が選ばὝ὜可能性もᾀᾱではないが、この 4 機

種が有力であ὜ことは間違いない。 

ちなみに、ὨώᾭὬᾯ製の実証試験機では、住商

Ὤὦᾱύώᾊᾤが輸入代理店の Uvision 製

「HERO120」は II 型、日本ὬᾨーέᾭᾙᾌόᾛᾭὨが

輸入代理店のὬᾯᾗᾇᾌύώᾊᾤ὾製「SkyStriker」

は III型であ὜。II型、III型は 2026年度以降の取得と

DSEIスカイストライカ 

உਢのダイイン 



な὜見込みだ。 

交渉では、小型の自爆ᾍᾱーᾷと多用途・攻撃型ᾍ

ᾱーᾷ(実証試験機は川崎重工が輸入代理店の IAI

製「Heron MKII」など)以外に少なくとも 3 種類のὙ

Ὓ大型の攻撃型ᾍᾱーᾷの実証試験が実施さὝて

い὜点も追及した。しかし、今まで全てὣ公開して

きた防衛省は、機種名や製造国・企業名などについ

ての回答ὣ拒否した。ὨώᾭὬᾯ製が含まὝてい὜

可能性が高く、公開ὣ強く迫っていきたい。 

さ὚には、過去5年間に防衛省が導入した武器の

中に、ὨώᾭὬᾯ製のものが多数含まὝてい὜こと

も判明した。非攻撃型の武器ではあ὜が、全 11件中、

23 年 10月 7 日にὼὫᾒόὨᾍが激化して以降に導

入したものが 7 件にのぼὛ、Ὤᾯᾗᾇᾌ・ύώᾊᾤ὾

製は6件(契約金額は計約254億円、輸入代理店は

三井物産Ὤὦᾱώᾞーώ・海洋電子工業)に及ὤで

い὜。 

防衛省は、ὼὫᾒόὨᾍが進行中でも、ὨώᾭὬ

ᾯ製の導入ὣ控え὜素振Ὓす὚示していない。攻撃

型ᾍᾱーᾷでもὨώᾭὬᾯ製ὣ選定すὝば、あか὚

さまなὼὫᾒόὨᾍへの加担として、歴史に汚点ὣ

刻むことは必至だ὞う。 

情勢は予断ὣ許さない。自民党の安全保障調査

会(木原稔会長)は、6月6日付けの首相あての提言

で、ᾍᾱーᾷに関して、「実戦におけ὜実績のあ὜機

材の導入」ὣ訴えた。「ὨώᾭὬᾯ製ὣ導入し὞」と

圧力ὣかけてい὜に等しい。 

8 月 21 日には海外物産の東京ᾜᾮᾡーᾌ事業所

へのὦέύᾫᾷが、翌日 22 日には同社の中部支店

(名古屋)へのὦέύᾫᾷが取Ὓ組まὝ὜。 

 

豪州への軍艦輸出阻止ὣ 

豪州への最新鋭ᾙᾮὶーᾌ艦の輸出の企てにつ

いても見ておきたい。日本政府は 2016年の豪州へ

の潜水艦輸出の失敗ὣ繰Ὓ返すまいと、「官民合同

委員会」ὣ発足させ、受注獲得に血道ὣあげてい὜。

本来な὚、こうした殺傷武器の「輸出」はいまだ不

可能なはずだが、もがみ型護衛艦ὣᾝーώにした

「共同開発」の形で制約ὣ突破してい὜。この詐欺

的手法は、2011 年 12 月に野田民主党政権が、武器

の国際共同開発ὣ丸ごと「武器輸出三原則」の例

外として認めたことに由来す὜ものだ。 

7 月 21 日には日本政府が豪州の首都άᾧᾷᾝᾭ

で説明会ὣ開催し、防衛装備庁の石川武長官や三

菱重工の泉澤清次会長が閣僚὚に直接働きかけた。

石川長官は、米軍と共通のᾣόὨᾯύώᾊᾤὣ搭

載でき、日米豪の相互運用性が高ま὜とὦᾘーᾯし

た。今年に入って海上自衛隊は、共同訓練の一環で、

もがみ型護衛艦ὣ豪州に相次いで寄港させ PR ὣ

行ってい὜。 

現在、候補は日本とᾍὨᾈに絞὚ὝておὛ、年内

には結果が判明す὜。11隻分、総額約 1兆円に及ぶ 

大型案件であὛ、もし日本が受注ὣ勝ち取Ὕば、今

まで停滞してきた日本の武器輸出に弾みがつくこ

とは間違いない。 

この間、NAJATと日本消費者連盟、主婦連合会は、

三菱重工の泉澤会長あてのᾓὰά付きὦέύᾫᾷ

ύーᾌὣ広めてきた。6月27日には三菱重工の株主

総会への抗議行動も行った。ただ、問題の大きさに

比して、取Ὓ組みはいかにも不十分だ。結果の判明

まで 5 Ὰ月、反対運動の抜本的強化が求め὚Ὕて

い὜。 

 

戦時に備えた武器生産へ 

最後に、武器の開発や輸出ὣ推進す὜側が何ὣ

考えてい὜かὣ見ておこう。小木洋人(地経学研究

所主任研究員)の「『防衛需要超過』時代に直面す

὜防衛産業」(『中央公論』8 月)という論考が手が

かὛにな὜。小木は、「安保 3 文書」以降、防衛装備

庁の「中央調達」が 2 年で約 3 倍に、三菱重工との

契約額も 3 倍以上に伸びたと指摘しつつ、急拡大

す὜「防衛需要」に人員や生産基盤が対応できて

いないと懸念ὣ表明す὜。結論は、生産基盤拡充の

ための財政支援や市場調達ὙὛ有利な融資制度ὣ

創設す὜ために「防衛生産基盤強化法」ὣ「改正」

し、同法にὙὛ創設さὝた「防衛装備移転円滑化基

金」の使途ὣ、輸出す὜武器の仕様変更に留ま὚ず、

海外向け設備投資のための資金へと大胆に拡大せ

Ὑというものだ。「最終的に最も必要なのは、防衛

生産に対す὜意識や文化ὣ変え὜ことであ὜。そ

Ὕは、衰退ὣ前提とした政策や企業慣行か὚、有事

に備えた生産拡大への転換であ὜」。小木の締め

括Ὓは恐὞しい。 

武器輸出ὣ食い止め὜鍵として強調してきた「ᾰ

ᾘᾩᾊーύᾫᾷ(評判)ᾮώέ」(「死の商人」と批判さ

Ὕ὜ことで売上にひびくことὣ恐Ὕ὜)は、もはや

無効化さὝつつあ὜。差別排外主義と軍国主義は

共犯関係にあὛ、「ώᾕὨ防止法」制定の企ても含

めて、ὙὛ一層厳しい情勢が待ってい὜。萎縮せず、

大胆に対峙していく他ない。 



ὰὺ地区Ἷ現状Ἱ今必ᝯἻ主張 

 

᱔橋ᕠ平 

ỖỔỖộ年 7 月 16 日ẩὰὺ地区保健省ὀẩ2023 年

10月 7日Ἔ὚ 2025年 7月 15日὏ἸἿ期᫐Ἴὰὺ

地区ἸὨώᾭὬᾯἼὙἴἷᚈ殺ἦὝἰᾕᾰώᾅᾎ

人 58,380 人Ἷឞᩲᾮώᾌὣ公᜖ἨἰẪᾮώᾌἼὙ὜

Ἱẩ子Ἲὓ 17,921 人ế31%Ềẩ女性 9,497 人ế16%Ềẩ男

性 26,655人ế46%Ềẩ᱔ᵨᒊ 4,307人ế7%ỀἝ死亡Ἠ

ἰẪ 

ἩἵἼὰὺ地区Ἷ人口ỖỔỔ万人Ἷ἗ἲẩ᎓Ớ万人

Ἕᚈ殺ἦὝᡜ傷ᒊὀớ月ổỚ日時点Ἰ 139,607 人Ἴ

ὓἿὍὛẩ死傷ᒊὀ人口Ἷ᎓ổ割ἼᦈἨἷἕ὜Ẫ὏ἰ

ὨώᾭὬᾯἼὙ὜人ᦇ支援封᪈ἼὙ὜極度ἿᯠἙ

ἝᥳᜊἨἷἛὛẩᜐ生状態Ἷ劣悪化ẩ真夏Ἷᦂ᧜Ἳ

環境ἹἹὓἼẩ今後ὓ命Ἱ健康ẩἮἨἷ情៣的健康

Ἕ破壊ἦὝ὜ἤἹἝ予想ἦὝ὜Ẫ 

ὨώᾭὬᾯἼὙ὜攻撃ὀỖỔỖộ年ớ月Ἴὓ激Ἠἦ

ὣ増Ἠἷἕ὜ẪἤὝ὏Ἰ攻撃ὣ受ἢἷ来ἻἜἴἰ中

ᦼ地域ἿᾋὨᾯὦᾯᾔᾭἼὨώᾭὬᾯ᣻ὀᦡᭇ命

令ὣ出Ἠ攻撃ὣᫌ始ἨἰẪ国᥯人ᦇ問ᯃ៣整事務

所ếOCHAỀὀ20日ẩ中ᦼἸἿᥗᦡ命令ὀị壊滅的Ἳ

打撃ὣ与Ἑ὜ỌἹ᭹ᭇἪ὜声明ὣ発᜖Ẫ一帯Ἴὀ物

ᡸἿ倉庫ὕ医療ẩ水ᦇ施ឥἻἺ᧸ᝯὨᾷᾙᾭἝᬹ

中Ἠἷἕ὜ἹἨẩᜫ害ὣ受ἢὝὁ人ᦇ状況Ἷἦ὚Ἳ

὜悪化ὣ招ἠἹἨἰẪ 

ὰὺ地区Ἷ封᪈ὓ὏ἰ深刻ἱẪổỗỔ日᫐Ἷ全᭼

封᪈Ἷ後ẩ2025年 7月 9日以᫽ẩὨώᾭὬᾯὀήᾰ

ᾤậύᾧᾱーᾤ検問所Ἔ὚ᥲ 5 日ẩ1 日 2 台Ἷ燃料ᾌ

ᾭᾇέἿ燃料Ἷ搬入ὣឦ可Ἠἷἕ὜ẪἨἜἨ人口᎓Ỗ

ỔỔ万人Ἷᧀ市Ἴ対ἨἷỖ台Ἷ燃料ᾌᾭᾇέἿὐὣឦ

可Ἠἷἕ὜Ἱἕ἗ἤἹὀẩ明὚ἜἻ犯ᑒᜊ為Ἰἓ὜Ẫ

ᯟ料Ἴἵἕἷὓ同様ἱẪị最低᫿Ἷᯟ料搬入ὣ៍

ὒ὜ỌἹἪ὜ὨώᾭὬᾯὀẩὰὺ人ᦇᡝ団ὣᥨἩἰ

ᯟᎈ᧍布以外Ἷᯟ料᧍布ὣ厳Ἠἠ制᫿ἨẩἮἿᎺ

果ᡟ窮Ἠἰὰὺ住民Ἕ少Ἳἕᯟ料᧍布物ᡸὣ強奪

Ἢ὜事態Ἕ生Ἡἷἕ὜Ẫᯟ料価格ὀ᱔ᰵἨἷἛὛẩ

ᯠ᯲Ἕᘬ延Ἠἷἕ὜ẪWFP(世界ᯟᎈផ画)Ἷ事務局

᫅ὯーᾯώὯὪ氏ὀ᎓ộỔ万人Ἕᯠ᯲状態Ἴἓ὜Ἱ

ᥐὊἷἕ὜Ẫ 

ᯟ料不᢮Ἷ深刻ἦὀ現地Ἔ὚Ἷ SNS Ἷ発信ἼὙ

ἴἷὓ確៍Ἢ὜ἤἹἝ出来὜ẪX(旧 twitter)Ἷ投稿

ἸὀẩἤὝ὏ἸἸ一番ᯠἙἼᖇἨὤἸἕ὜ἹἿ投

稿Ἕ相次ἕἸἕ὜Ẫ὏ἰ出生率Ἕ急激Ἴ低下Ἠἷ

ἕ὜ἹἿ報告ὓἓ὜Ẫ新生児Ἷ栄ᯮ状態ẩ妊婦Ἷ栄

ᯮ状態ὓ὏ἰ深刻化Ἠἷἕ὜Ẫ 

ἤἿὙ἗ἻἻἜẩỖỔỖộ年ớ月Ỗổ日Ἴὀẩ日本ὣ含

ὒἰỖỜἿ国Ἱ国ᬢᾕーᾌᾎー(EU 平ዾậ準備ậ危機

ጢ理担当委員)ἝὰὺἸἿ戦᫪停止ἹὨώᾭὬᾯ

ἼὙ὜人ᦇ支援Ἷ制᫿反対Ἱ UNRWA ὣ中心ἹἨἰ

人ᦇ支援Ἷ再ᫌᝯ求ẩị人ᦇᧀ市Ọ構想反対Ἱᝮ岸

地区ὉἿ入植地拡大反対ὣឨἙ὜声明ὣ出ἨἰẪ

ἨἜἨὨώᾭὬᾯὀἤἿ声明Ἴ対Ἠἷị現実ἹἜἕ

ᭆἨἷἕ὜ỌἹ批判Ἠἷἕ὜Ẫ 

 

 ᾕᾰώᾅᾎẩἹὛὠἢὰὺ地区Ἷ人々Ἷ地獄ἿὙ

἗Ἳ現実ὀ収὏὜Ἲἤ὞Ἔ὏Ἢ὏Ἢ悪化Ἠἷἕ὜Ẫ

ἮἨἷ停戦交渉ὀ停滞Ἠἷἕ὜Ẫ停戦交渉Ἷ核心

ᦼ分ὀὨώᾭὬᾯ᣻Ἷὰὺ地区Ἔ὚Ἷ撤ᥗἸἓ὜

ἝẩὨώᾭὬᾯὀᰜ留地域Ἷ大幅Ἳᐎ小Ἱἕ἗形

Ἰ撤ᥗὣ拒否Ἠἷἕ὜Ẫ現在ὰὺ地区ὀὨώᾭὬ

ᾯ᣻ἼὙἴἷỗἵἿ回廊ἼὙἴἷ実ᢈ的Ἴ分断ἦὝ

ἷἕ὜Ἕẩ最᥅ὨώᾭὬᾯὀỘἵ目Ἷ回廊ὣឥᑔἨ

ἰẪὨώᾭὬᾯὀὰὺὣ実ᢈ的Ἴ占᮵Ἠἵἶἢ὜姿

勢ἸἓὛẩἤὝὀὨώᾭὬᾯ国内ἿᾓᾢώἬὤ滅Ἷ

世៬ἹἮἿ世៬ὣᓎ景ἹἨἰ右派Ἔ὚極右政党Ἷ

共ᥨ៍ᠡἸὓἓ὜ẪἹὛὠἢὯᾇᾈ国᫵相Ἕ提案Ἠ

ἷἕ὜ị人ᦇᧀ市ỌὀἮἿᯈᗵἻ例Ἰἓ὜Ẫ様々Ἳ

ឍ᧴ἝἤἿị人ᦇᧀ市ỌἼὀ存在Ἠἷἕ὜Ἕẩ一ἵ

ἼὀᾌᾭᾷᾛἿὰὺᾮᾂーᾌ構想Ἱ᫖係Ἢ὜形Ἰẩ

ὰὺἜ὚Ἷị移住Ọὣ希望Ἢ὜ὰὺἿ人々Ἷ出発

口ἹἪ὜Ἱἕ἗意᝵Ἕ存在Ἠἷἕ὜Ẫ徹底的Ἳ破

壊Ἱ占᮵ậጢ理ὣᓎ景Ἴị移住Ọὣị促ᥳỌἪ὜ἤἹ

ἝὨώᾭὬᾯἿ狙ἕἸἓ὜Ẫὑ὞ὤẩἤὝἝ現実Ἴ

実ᜊἦὝ὜Ἴὀ὏ἱ大἞Ἳ壁Ἕἓ὜Ẫ最大Ἷᬣ壁

ὀ EU Ἕ猛反対Ἠẩ場合ἼὙἴἷὀᎷ済制ᜳὣ科Ἢ

可ᓞ性Ἢ὚ἓ὜ἤἹἱẪἨἜἨẩὨώᾭὬᾯὀὦᾥᾮ

ὯἿ動向ὣ注᝸Ἠἵἵẩὰὺ地区ὉἿ占᮵政ጇἿ

一環ἹἨἷἿ住民ᥖ放政ጇὣᥖ求Ἢ὜ὓἿἹ思ὠ

Ὕ὜Ẫ 

 

 現在Ἷ状況ὀẩὨώᾭὬᾯἝ着実Ἴὰὺὣ破壊

Ἠẩ住民殺害ὣᏏᏐἨẩἮἨἷἮἿᎰ了ἿἓἜἵ἞

Ἴὀ住民ᥖ放ὣᫌ始Ἢ὜Ἱἕ἗構図ἱẪὓὀὕᾓ

ᾢώἿ抵抗ὕὨᾭᾷἿ存在ἻἺἻὤἿ᫖係ὓ影ᮧ

ὓἻἕἹὐἷᕠἕἱ὞἗Ẫᾬᾯᾄᾷ川ᝮ岸地区Ὁ

Ἷ入植地Ἷ拡大Ἱᾕᾰώᾅᾎᔬ治政府ἹἿ交渉拒

否ὣ᝵ἷὓἮὝὀ明὚ἜἸἓ὜ẪἮἨἷᾌᾭᾷᾛ政

権Ἷᾕᾰώᾅᾎ政ጇἝ明確ἻὨώᾭὬᾯ支持Ἰἓ



 

ガザ緊急アクションなごや 行動提起 

＊＊恒久停戦に向け声をあげよう！ぜひご参加ください！＊＊ 

◇ആ会・デモ&街၈๓࿿◇ 

  ■街頭宣伝  8月 17日（日） 18：00⿤19：00 栄ラシック西側 

  ■集会・デモ ：8月 24日（日） 18：00⿤集会  18：30デモ  若宮大通公園若宮広場 

 

◇႘቎ทᆒはイスラエルに恒久࿄๗をもとめろ！イスラエルล攻撃型ドローンをዐႚするな 

！኎駅๶街၈๓࿿◇ 

■日時：8月 8日・8月 22日（金）  12時⿤13時             

場所： 名鉄名古屋駅入口前  

※終ፇ後、イスラエル製の攻撃型ドローンのዐ入代ጫ店への抗議行動 

8月 8日・8月 22日 午後 1時半⿤ 

海外物産（名古屋駅西口/中村区則武 1-10-6ノリタケ第 1ビル前） 

※22日は、東京本社と同時行動 

Ὓẩ死ὕ破壊ὀ望὏ἻἕὓἿἿẩᥖ放Ἴἵἕἷὀ容

៍Ἢ὜Ἱἕ἗姿勢Ἰἓ὜以上ẩὨώᾭὬᾯὀ停戦Ἴ

ᔮ὚Ἳἕ理由ὣᾓᾢώἼᤀ化Ἢ὜ἤἹἸᚈ殺ὣᏏ

ᏐἪ὜ἤἹἝ出来὜Ẫ 

 ἤἿ状況ἼἛἕἷ᧸ᝯἻἿὀẩ日本政府ὕEUἝ

ὨώᾭὬᾯἼ対Ἠἷẩ戦᫪停止ἿὐἻ὚Ἣẩὰὺ地

区Ἔ὚Ἷ完全撤ᥗὣ強ἠᝯ求Ἢ὜ἤἹἸἓὛẩἮἿ

ἤἹὣᾌᾭᾷᾛἼ対Ἠἷὓᝯ求Ἢ὜ἤἹἸἓ὜ẪὨ

ώᾭὬᾯ᣻ἼὙ὜現在ἿὰὺἸἿ戦᫪ᜊ為ὀẩᚈ

殺Ἱ破壊ẩ占᮵Ἱᥖ放ὣ目的ἹἨἰὓἿἸἓ὜ἤἹ

ὣ明確Ἴ᭹ᭇἪ὜必ᝯἝἓ὜Ẫ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ἮὝὗἙẩ日本政府Ἴ対Ἠἷ市民ἝἵὙἠᝯ求Ἢ 

὜ἤἹἝἤὝ὏Ἰ以上Ἴ᧸ᝯἼἻἴἷἕ὜ἹᒈἙ

὜Ẫ᫅期化Ἠ果ἷἝ᝵ἙἻἕᚈ殺Ἴ感性Ἱ意ᠡἝ

摩ᒑἨἵἵἓ὜ἝẩἺἿὙ἗Ἳ形Ἰị停戦Ọὣ᥄Ἑ

὜ἜἝẩ今後ἿᾕᾰώᾅᾎἿ状況Ἴ対Ἠἷ決定的Ἴ

᧸ᝯἻ意味ὣ持ἵ以上ẩἮἨἷ日本政府ὣ介Ἠἷ

私ἰἲἼὓᡤ任Ἷ一旦ἝἓὛẩ私ἰἲἼὀᜊ動Ἢ

὜ᦝ択ᓀἝἓ὜以上ẩ可ᓞἻἜ἟Ὓ声ὣ上ἣẩᜊ動

ἨὙ἗Ẫị日本政府ὀὨώᾭὬᾯἼὰὺἜ὚Ἷ完全

撤ᥗὣᝯ求Ἠ὞！Ọὣ掲ἣὙ἗Ẫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真は unsplashの 

Emad El Byedが撮影 



ịὨώᾭὬᾯậὦᾥᾮὯἿὨᾭᾷ攻撃ὀ 

国連憲章違反Ọ 

八木巌 

Ớ月ổỗ日ὨώᾭὬᾯ軍ὰὨᾭᾷἿ核施設ὣ含ὑổỔỔ

Ὧ所以上ὣ爆撃Ἠẩᮀ命防衛部隊Ἷ幹部ὕ核科学者

ὣ殺害Ẫ民間人ὓ被害Ẫ ὨᾭᾷὀὨώᾭὬᾯἼ数百

発ἿᾣόὨᾯὣ打ἲ込ὑẪỚ月ỖỖ日ẩ米軍ὀ軍事作戦

ịᾣᾇᾍᾎὨᾌᾓᾷᾢーỌἼὙὛ核施設Ἴ超大型地下貫

通弾ịᾔᾷὯーᾔώᾃーỌὣ投下ẪὨᾭᾷὀὯᾃーᾯἼ

ἓ὜米軍基地ὣᾣόὨᾯ攻撃ẪỖỘ日Ἴ停戦合意Ẫᾌᾭ

ᾷᾛὀị核施設ὀ完全Ἴ破壊ἦὝἰỌị平和ὣ語὜

時ỌἻἺἹἿὊ὏ἨἰẪὲᾧᾔーᾍ米国家情報長官ếἓ

὚ὗ὜情報機関ὣ統轄Ἢ὜最᱔責任者Ềὀỗ月Ἴ議会

証言ἸịὨᾭᾷὀ本格的Ἳ核兵器開発Ἴὀ乗Ὓ出Ἠἷ

ἕἻἕỌἹ証言Ἠἷἕ὏ἨἰẪἮὓἮὓ米ἹὨᾭᾷὀ

核ὣὒἡ὜協議中ἸἨἰẪỤớὀὨώᾭὬᾯ支持ὣ表

明Ἠ὏ἨἰẪᾍὨᾈἿᾥᾯᾈᰊ相ὀịὨώᾭὬᾯἝ汚Ὕ

仕事ὣἨἷἠὝἰỌἻἺἹ延Ὂẩ賞賛Ἠ὏ἨἰẪ 

ὰὺ緊急ὦέύ

ᾫᾷἻἥὕὀ名古

屋ὦᾥᾮὯ᮵事᯻

前ἸỚ月ỖỘ日Ἴ抗

議行動ὣἨ὏ἨἰẪ

ἤἿ日ὀ全国行動

ἝὙὄἜἢ὚Ὕἷὓἕ

὏ἨἰẪ参加者約ỗỔ

名Ẫ 

ἮἿ後Ἷ情報ἸὀὨ

ᾭᾷὀἪἸἼ核物質Ἳ

Ἲὣ運ὄἱἨἷἕἰἹ

Ἔẩ米情報筋ếỡỦỞỀὀ核施設ἼὀἮὝὌἺἿ打撃ὀ

ἻἜἴἰἹἨἰὛẩὨᾭᾷἿ米軍基地攻撃ὓἓ὚ἜἩ

ὒ通知ἝἦὝἷἕἰἻἺἿ報道ἝἓὛ὏ἨἰẪἕἴἰ

ἕἺ἗ἕ἗ἤἹἸἨ὘἗Ἔ？ 

ἹὀἕἙẩὨώᾭὬᾯὕὦᾥᾮὯἿị先制攻撃Ọὀ国

連憲章違反ἸἪẪ民間施設ὕ放送局ἻἺὣ攻撃Ἠἷ

ἕ὏ἪἨẩ核施設ὣ攻撃Ἠἷὀἕἢ὏ἬὤẪὨώᾭὬ

ᾯὀ数年前Ἔ὚ὨᾭᾷἼ潜入Ἠ準備ὣἨἷ἞ἰẪ今攻

撃ἼἓἰἴἷὀὨᾭᾷ国内Ἰᾍᾱーᾷ攻撃Ἷ拠点作Ὓ

ὣἨἷἕἰἹἕ἗ẪἤὝὓ許ἦὝἻἕἤἹἸἪẪἮὓ

ἮὓὨώᾭὬᾯἿ諜報機関ᾦόᾍὀ偽ᾕώᾡーᾌἸ他

国Ἴ侵入Ἠẩ要人暗殺ὣἪ὜Ὑ἗Ἳ犯罪組織Ἰἓ὜Ẫ 

過去米ἿὨᾭέ攻撃ếỖỔỔỗ年Ềὀ国連Ἷị承認ỌὓἻ

ἕ὏὏Ἷ侵略ἸἨἰẪịᾊᾱἹἿ戦ἕỌἝị法Ἷ支配Ọ

ὣ無視Ἠἰ攻撃ậ侵略ὣ἗ὐἱἨἹἕἙ὏ἪẪᾊᾱᾮώ

ᾌἼἰἕἨἷὀ何ὣἨἷὓἕἕἹế古ἠὀᾝᾌᾎᾤ戦

争時ὦᾥᾮὯὀ動ἠὓἿὀἪὊἷ殺ἬἹἕ἗作戦ὣ

行ἴἷἕ὏ἨἰỀẪὨώᾭὬᾯὀ交渉中Ἰὓ攻撃ὣἛ

ἤἻἕẩ交渉相手Ἷ殺害ὓἛἤἻἴἷ἞὏ἨἰẪἸὀ

ἱὝἝ攻撃Ἷ判断ὣἪ὜ἿἜẪ今回ἿὨᾭᾷ攻撃Ἰ

ὀᾌᾭᾷᾛὀ自国Ἷ情報機関ἸὀἻἠ自分Ἷ思ἕἸ

ếᾑᾃᾏᾨᾙἜ὚Ἷ情報ὣ信ἩἰἹἦὝ὜ἝỀ判断Ἠ

ἷἕ὜Ẫ 

ἤὤἻ恐὞ἨἕἤἹὀἓὛ὏ἬὤẪ核Ἷᾠᾃᾷὣ持

ἴἷἕ὜人Ἕ勝手Ἳ判断Ἰ他国攻撃ἝἸ἞὜ἿἸ

ἪẪ 

ỖỔổộ年ὨᾭᾷἹ主要国ế米英仏独中ᾱỀὀ核合意ὣ

結ὄ὏ἨἰἝẩỖỔổỜ年ᾌᾭᾷᾛὀἤἿ合意Ἔ὚一方的

Ἴ離脱Ἠἷἕ὏ἪẪὨᾭᾷὀ核不拡散条約ếừửựỀ体制

ἿὓἹἼἓὛ὏ἨἰẪᾌᾭᾷᾛὀ὏ἦἼ平和Ἷ破壊者

ἸἪẪ米ὀ核協議ὣ再開Ἢ὜Ὑ἗ὨᾭᾷἼὓἹὒἷἕ

὏ἪἝὨᾭᾷὀị再ὄ攻撃ἦὝἻἕ保証ỌὣὓἹὒἷ

ἕ὏ἪẪ 

日本Ἷ岩屋外相ὀỚ月ổỗ日ịὨώᾭὬᾯἿ攻撃Ἴἰ

ἕἨἷịὨᾭᾷἿ核問ᯃἿ平和的解決Ἴ向ἢἰ外交努

力Ἕ継続Ἠἷἕ὜中ẩ軍事的手段Ἕὓἲἕ὚Ὕἰἤ

Ἱὀ἞ὠὒἷ遺憾ỌἹἕ἗὏ἴἹ἗Ἷ姿勢ὣἹὛ὏Ἠ

ἰἝẩἮἿ後ỖỖ日石破ᰊ相ὀịὨᾭᾷἿ核兵器開発ὀ

阻止ἨἻἢὝὁἻ὚ἻἕỌἹ発言Ἠẩ日本政府ὀἓἕ

὏ἕἻ態度ὣἹὛ続ἢἷἕ὏ἪẪ 

 

ế若干Ἷ歴史振Ὓ返ὛỀ 

第Ỗ次大戦後Ὠᾭᾷὀ独立ὉἹ歩ὐẩ石油産業ὣὒἡ

ἴἷ英ậᾥὼᾧーἼ対抗Ἠẩổờộổ年Ἔ὚石油産業国有化

ὣἪἪὒἰẪἤἿ政策ὣἪἪὒἰᾦόᾋᾇέ内閣ὀέ

ーᾋᾃーἼὙἴἷ倒ἦὝế背後ἼỠỦỞỀẩ以後ᾕᾙᾭᾸ

ὧー皇帝ὀẩ親米路線ὣἨ἞ẩ白色ᮀ命ế脱Ὠώᾭᾤẩ

近代化ỀὣἪἪὒẩ国家情報安全機関ếỰỞỳỞỨỀἼὙ

὜強権支配ὣ行ἴἰẪổờớờ年ἿὨᾭᾷậὨώᾭᾤᮀ命

後Ἷớờ年ổổ月ὨᾭᾷὦᾥᾮὯ大使᯻人質事件ἝἓὛẩ

ỜỔ年Ộ月Ὧーᾃー大統᮵ὀ国交断絶Ἱ経済制裁ὣἛ

ἤἻἴἰẪ 

ὬὼᾛᾌἿᾎ὿ᾯ大統᮵ὀổờộỚ年ώὬ὾運河ὣ国有

化ẪἮἿ後ẩ英ẩ仏ẩὨώᾭὬᾯὀὬὼᾛᾌὣ侵略Ẫ 

 石油産業Ἷ国有化ẩώὬ὾運河Ἷ国有化ὀ英ậ仏ậ

米ἮἨἷὨώᾭὬᾯἹἿ戦ἕἿἻἜἸἪἪὒ὚ὝἰẪ

西欧植民地主義ἹύὮᾏώᾌὀ当初Ἔ὚結託Ἠἷἕ

ἰἿἸἪẪ 



日本学ᜍ会ᠪ法人化法Ἴἵἕἷ 

᫷ᦼ太ᦶế名古屋学ᬅ大学Ề 

 

2025年6月 11日ẩ参ᠪᬅ本会ᠪἼἛἕἷ日本学

ᜍ会ᠪ法人化法Ἕ可決ậ成立ἨἰẪ 

改ὒἷἤἿ法律Ἷᓎ景ẩ問ᯃ点ẩἮἨἷ今後Ἴἵἕ

ἷ整理ἨἷἛ἞ἰἕẪ 

 

本問ᯃἿ発端ὀ 2020年ẩᗉ内᫗ἼὙ὜日本学ᜍ

会ᠪἝ推ᙜἨἰ会員Ἷ任命拒否Ἴἓ὜Ẫ 

ἤἿ対応Ἴὀ法的根拠ἝἻἠẩ政府Ἔ὚合理的Ἳ

ៜ明ὓ未ἱ示ἦὝἷἕἻἕẪ 

任命拒否ἦὝἰ 6 名Ἷ学ᒊὀẩ日᮪Ἔ὚政府Ἴ

対Ἠἷ批判的Ἳ姿勢ὣ示Ἠἷἕἰ人物ἸἓὛẩἤ

Ἷ措ᑔὀẩ学ᒊὉἿ圧力Ἱ᝵ἬἨὒ的効果ὣ狙ἴ

ἰὓἿἹὐ὜ἤἹἝἸ἞὜Ẫ 

ἤἿ任命拒否問ᯃὀ未ឍ決Ἷ὏὏ἸἓὛẩ法人

化法ὣ審ᠪἪ὜前提ἝἮὓἮὓ存在ἨἻἜἴἰἤ

Ἱὣ改ὒἷ確៍Ἢ὜必ᝯἝἓ὜Ẫ 

ἼὓἜἜὠ὚ἫẩἤἿ問ᯃἝ学ᜍ会ᠪị改ᮀỌὉἹ

ᤀ化ἦὝẩ今回Ἷ法案Ἕ提出ἦὝἰἿἸἓ὜Ẫ 

 

ᓎ景Ἴὀẩ᫵ᜐ᜷備庁Ἕ 2015 年Ἴឥἢἰị安全

保ᬣ技ᜍ研究推ᥳ制度ỌἼ対Ἠἷẩ日本学ᜍ会ᠪἝ

2017 年Ἴ᣻事的安全保ᬣ研究Ἴ᫖Ἢ὜声明ὣ発

出ἨἰἤἹἝἓ὜ἹᒈἙ὚Ὕ὜Ẫ 

ἤἿ声明Ἰὀẩ安全保ᬣ技ᜍ研究推ᥳ制度Ἴ懸念

ὣ᜖明Ἠẩ各大学ậ研究機᫖Ἕ᣻事研究Ἱ᝵ἻἦὝ

得὜内容Ἴ᫖ἨἷẩἮἿ妥当性ὣ審査Ἢ὜制度ὣ

ឥἢ὜Ὑ἗提ធἨἷἕ὜Ẫ 

ἤἿ声明以᫽ẩ制度ὉἿ応募大学数ὀ激減ἨἰẪ 

ἵ὏Ὓ学ᜍ会ᠪὀẩ第二次安倍政権Ἕ推Ἠᥳὒ὜

日本Ἷ安全保ᬣ政策Ἷ大ᤀ換ἼἹἴἷᬣ害ἹἻἴ

ἰἿἸἓ὜Ẫ 

᣻事研究Ἷ問ᯃἝẩἤἿ法律Ἷᓎ後Ἴἓ὜ἤἹ

ὀ否定Ἰ἞ἻἕẪ 

事実ẩᜉᠪᬅ審ᠪἼἛἕἷ日本維新Ἷ会Ἷᠪ員

ἝịἜἰἠἻἻ᣻学共同反対Ἷώᾱーὰᾷὀ改ὒ

὞ỌἹ発ធἨẩᔬ民党ᠪ員Ἷ拍手ὣ受ἢἰἹ報ᦇἦ

Ὕἷἕ὜Ẫ 

戦後一ᡣἨἷ᣻事研究Ἴ慎᧸ἱἴἰ学ᜍ会ᠪἿ

姿勢ὣ変ἙἦἬẩ᣻事研究ὣ推ᥳἪ὜ἤἹἸ᣻事

ἼὙ὜収益化ὣ図὞἗Ἱἕ἗経済界Ἷ思惑Ἕᥟἢ

ἷ᝵Ἑ὜Ẫ 

日本Ἷ᣻事研究ὉἿᝯ求Ἷ᱔὏ὛἿᓎ景Ἴὀẩ

経済停滞ἼᖇἨὑ産業界Ἕ新ἰἻ成᫅戦略ἹἨἷ

᣻事産業Ἴ注目Ἠἷἕ὜ἤἹἼ加Ἑẩ同盟国ὣ巻἞

᤿ὤἸ兵器供給体制ὣ強化ἨἰἕἹἕ἗米国政府

Ἷ後押ἨἝἓ὜Ẫ 

᣻産ᝍ合体Ἕ社会Ἴ根付ἠἼὀẩ学ᜍἿ力Ἕ不

可欠ἸἓὛẩἤἿ法律ὀ日本ἼἛἢ὜ἮἿ形成ὣ

促ᥳἪ὜可ᓞ性Ἕ᱔ἕẪ 

 

日本学ᜍ会ᠪἿ᧸ᝯἻ役割ὀẩ独立Ἠἰ立場Ἔ

὚ẩ政府ậ社会Ἴ対Ἠἷ科学ᒊἿ知᝵Ἴ基ἶ἞提ធ

ὣᜊ἗ἤἹἸἓ὜Ẫ 

ἨἜἨẩ学ᜍ会ᠪἝ懸念ὣ示ἪὙ἗ἼẩἤἿ法律

ὀἮἿ独立性ὣᗵἨἠᓠἜἨἷἕ὜Ẫ 

ᰊ相Ἷ監督下ἼᑔἜὝ὜ἤἹἸẩ業務監査ὕ឵

価委員会ἼὙ὜឵価ẩ外ᦼᒊἼὙ὜会員候᜽Ἷᦝ

定ἻἺẩ外ᦼ介入Ἷ余地Ἕ拡大ἦὝ὜Ẫ 

ἦ὚Ἴẩ国庫ᡜ担ὣ廃止Ἠᡝ政基盤Ἷ弱体化ὣ狙἗

点ὓ᝵ᥙἬἻἕẪ 

ἤἿὙ἗Ἳ環境Ἰὀẩ学ᜍ会ᠪἝ政府ὕ産業界

Ἷ意向Ἴ᥄合Ἢ὜可ᓞ性Ἕ生὏Ὕẩ科学ᒊἿ代᜖

機᫖ἹἨἷἿ本来Ἷ役割ὣ果ἰἬἻἠἻ὜Ẫ 

 

学ᜍ会ᠪὀẩ学問Ἷᔬ由ὣ下Ἔ὚支Ἑ὜組ᐟἸ

ἓ὜Ẫ今回Ἷ法案可決ὀẩ学問Ἷᔬ由Ἴ対Ἢ὜大἞

Ἳ打撃ἹἻ὜Ẫ 

周知ἿἹἛὛẩ日本国憲法Ἴ学問Ἷᔬ由Ἕ明ឞ

ἦὝἷἕ὜ἿὀẩἜἵἷ学問Ἷᔬ由Ἕ侵害ἦὝẩ

ἮὝἝ社会全体Ἷᔬ由Ἷ制᫿ἼἵἻἝὛẩὕἝἷ

戦争ὉἹᥳὤἱἹἕ἗歴史的経ᏻἜ὚得὚Ὕἰ教

លἼὙ὜ὓἿἸἓ὜Ẫ 

戦争Ἴ学ᜍἝ協力ἦἬ὚Ὕἰ反省Ἴ立ἴἷឥ立

ἦὝἰἿἝ日本学ᜍ会ᠪἸἓὛẩ今回Ἷ法律制定

ὀẩ安倍元ᰊ相Ἕ唱Ἑἰị戦後ᾰὼーᾤἜ὚Ἷᓫ

却ỌἹἕ἗大἞Ἳ政治的流ὝἿ一環Ἰἓ὜Ἱ捉Ἑ

὜Ὂ἞ἱ὞἗Ẫ 

憲法Ἷ価値Ἕ次々Ἱ侵ᯟἦὝẩ残὜ὀ本丸Ἷὐ

Ἱἕ἗状況ἹធἴἷὓᦂធἸὀἻἕẪ 

 

任命拒否事件ἿᬢἹ比ᤈἨἷẩ大学人ὕ一ᕊ市

民Ἷ反応ἝᨔἕἹ指摘ἦὝἷἕἰἝẩᓎ景Ἴὀẩ

ᾢώίᾣἼὙ὜報ᦇἿ不十分ἦἝἓ὜ἹᒈἙ὚Ὕ

὜Ẫ 

実ᬢẩ報ᦇἿ多ἠὀẩ学ᜍ会ᠪἿ独立性ὣ担保Ἢ

὜ἰὒἿ法案Ἱἕ἗ẩ実態Ἱ正反対Ἷ内容ἱἴἰẪ 



ἹὀἕἙẩ᫿὚Ὕἰ時᫐Ἷ中Ἰẩ多ἠἿ学会ὕ弁ᠮ

士会Ἕ声明ὣ発Ἠẩ全国各地Ἰ大学人Ἱ市民Ἷ共

同ᜊ動Ἕ広ἝἴἰẪ 

法案成立ᑸ日Ἷ 6 月 12 日Ἴὀẩ᫵ᜐ省Ἕị᫵ᜐ

科学技ᜍ委員会ếDSTBỀỌἿឥᑔὣ発᜖Ἠẩ先端᣻

事技ᜍἼ᫖Ἢ὜助ធὣᜊ἗恒常的会ᠪ体ὣ立ἲ上

ἣἰẪ 

今後ὓẩ新ἰἻ学ᜍ会ᠪἝἺἿὙ἗ἻὓἿἼἻ

὜ἿἜẩ社会全体Ἰ注᝸Ἠἷἕἠ必ᝯἝἓ὜Ẫ 

὏ἰẩ今回ᜎᮺἸ広ἠ᝵὚ὝἰὙ἗Ἳ大学人Ἱ市

民Ἷ᥯帯ὣẩ今後ὓ多様Ἳ形Ἰ広ἣἷἕἠἤἹἝ

求ὒ὚Ὕ὜Ẫ 

最後Ἴẩ私ἰἲἿ取Ὓ組ὐὀẩ日本国憲法制定以

来受ἢ継ἝὝἷ἞ἰ憲法的価値ὣ保持Ἠẩ未来Ὁ

ἹᐜἣἷἕἠἰὒἿ人ᯌ史的Ἳ営ὐἿ一環Ἰἓ὜

ἤἹὣ改ὒἷ強៣Ἠẩ筆ὣ擱ἠἤἹἹἪ὜Ẫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[参ᒈᡸ料] 

᣻事的安全保ᬣ研究Ἴ᫖Ἢ὜検មἼἵἕἷậ日本

学ᜍ会ᠪ 

https://www.scj.go.jp/ja/member/iinkai/gunjianze

n/index.html 

参ᠪᬅἸἿ日本学ᜍ会ᠪ法案Ἷ抜本的修正ὣ求

ὒ὜声明ậ愛知県内大学᫖係ᒊ有志 

https://docs.google.com/forms/d/1puM3L1lxqktcc

ryp6i5R4GpJ0oRdt9-MtEtfhCBgr6k/viewform?hl=j

a&pli=1&hl=ja&pli=1&edit_requested=true 

᫵ᜐ省ậᔬᜐᬘ ᫵ᜐ科学技ᜍ委員会ếDSTBỀ 

https://www.mod.go.jp/j/policy/agenda/meeting/

dstb/index.html 

三ᅟ重工業株主総会の႘に三ᅟの྇ዿ工ኴ༎とミサイル開ᄇなどを糾཈する 

 

杉下ሙ松（኎古屋三ᅟ・ྋ鮮女性勤᎕࿒身༆訴訟を支援する会） 

小ቄ市にある三ᅟ重工小ቄሾ工場では、安ᇱ 3 ᇌ書に基づく࿦基ད攻撃Ⴗ፛であるྙ射࿘ミサイルの製造が

進む。F35の組みጵて・整ᅏやイギリス・イタリアとの共၍開ᄇで海外ዐ出もする次期戦၊機の開ᄇをしている三

ᅟ重工小ቄႊ工場はᇚ軍機の整ᅏ࿾検でᅌ጖も໣い。航空自衛༆小ቄ基ད（県営኎古屋空港の滑走᎓を使ዿ）

は、C130ዐ送機やKC767空ཨ給ው機がვᅏされており、司፭ᆪのད下化が進められている。すでにྙ射࿘ミ

サイルは今Ⴉဗཨに熊቎・་ᇀにვᅏされるというሇၗもある。このད域は、ႊ西諸ဥの住ኁのᅊႍ先に指࿊さ

れている。戦争にでもなれば。ᇐ器工場や基དが攻撃໴象になることはነらかである。 

「༊Ꮋዛ事」を煽り、脅威を作り軍ᅏの強化が進む。しかし、႘ᇚፊ政ᆒも༊Ꮋはཨ国のፚဘとႡめておりཨ国

から見ればၾ政干渉と映る。衝ၩをᅊける外交ဖ፛を໗けるしかない。႘቎は、1972 Ⴉの႘ཨ共၍声ነ、

1978Ⴉの႘ཨዕ好条ዃなど 4つの合意ᇌ章の確Ⴁがᅢጅだ。 

三ᅟ重工は2024Ⴉဗ決算で、「ሻ衛宇ཪ産業」のጦ益が8276億円で過去最་を更新、受཯も 1ཽ8768

億円とྙ射࿘ミサイルやイージスシステムဩ載艦などで受཯を伸ばしている。2025 Ⴉဗの見ྫྷしについてこの

ᇀኾでの受཯額を1ཽ4000億円と見ྫྷしている。၍社は「正ྞ言うと、ဴ初思っていた以上の規ኟで受཯でき

た」と述べている。 

私たち、኎古屋三ᅟ・ྋ鮮女性勤᎕࿒身༆訴訟を支援する会は、ቚ月༌ 2 金ዹ႘を࿊፯の丸のၾ行၌として、

また、三ᅟ重工業株主総会（቎Ⴉは6月27႘）に向けて街宣行၌を行っている。総会は、ဪ京丸のၾのႏ重橋ビ

ルにある重工቎社ၾのဪ京会館で行われ、株主の໣くはད下から会場にྞ接行ける。そのため、外から会場にႚ

る株主はᅋ常に少なく、会館ႚり口は私たちと右጑が໴ᘱする場所になり、警官や警ᅏ員がვམされている。 

株主総会の႘、9 時ごろから街宣行၌が始まった。「お金をᆻっているのではないか。まだ足りないというの

か。そんなမらは႘቎海に༣き込め」と་声で叫ぶ右጑。（႘韓請求権協࿊の）5 億ドルは経済協፛であって、韓

国のインフラ整ᅏに႘቎の製ᆀと技術፛が使われ႘቎企業が潤ったのであり、ᅇ害者にお金がဍったわけでは

ない。こんなのが1時間໗く。10時に቎社前に移၌した。ここでは、「ᆦ器取引ネットワーク」のみなさんが宣࿿さ

れており、合ጺしᄇ言の機会をၜた。私は「࿒身༆や྇ዿ工ኴ༎は何も解決していない。韓国་ሓ院ᄕ決に基づ

いて解決すべきであり、先制攻撃のできるྙ射࿘ミサイルの製造から࿯༄し、死の商人へのၗではなくᇓᎬ産業

に࿮するべきだ」と訴えた。総会では、三ᅟから「࿒身༆ኴ༎は解決済みと」と回းがあったとのሇ告を受けた。

加害者としての責႞をまったく感じられない許されない໺ဗだ。 




